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第１章 序論 

１－１．鉄鋼材料に対する社会的要請 

鉄鋼は，有史以前から，道具や建造物，工業製品の部材として幅広く使用されてきた代表

的な合金であり[1]，現代社会においても我々の生活基盤を支える重要な構造材料の一つであ

る[2]．鉄鋼材料が幅広く用いられる理由として広範な強度範囲をカバーできることが挙げら

れる[2, 3]．図 1-1 に示すように鉄以外の構造材料として一般的なアルミニウム合金は引張強

度が約 80MPa~800MPa 程度の強度範囲を持つのに対し，現在実用化されている鉄鋼材料

は約 200MPa 程度の軟鋼から 4.0GPa 程度の橋梁用線材まで 20 倍程度の広範な強度範囲

をカバーできる[2, 3]．このように他の材料と比較して格段に広い強度範囲で作り分けられる

ことが，鉄鋼材料が多様な用途で使用される理由である． 

 近年では省資源・環境負荷低減の観点から鉄鋼材料に対して高強度化のニーズが高まっ

ており[4-6]，遂にはホットスタンプによって引張強度 2GPA を達成する超ハイテン鋼板の開

発・実用化が進んでいる[5, 7]．そして今なお持続可能な循環型社会実現に向けて鉄鋼材料に

対して更なる高強度化・高機能化が求められている．一般に金属材料の強度と靭性は互いに

トレードオフの関係にあり，それゆえ鉄鋼材料のさらなる高強度化を目指す場合には靭性

低下の抑制も課題となる[7]． 

鉄鋼材料の高強度化にはマルテンサイト変態が積極的に活用される[7-9]．マルテンサイト

変態は，原子の連携的かつせん断的な変位によって達成される無拡散変態であり[10]，鉄鋼

材料において極めて重要な相変態の一つである．前述したホットスタンプは，図 1-2 に示す

ように，高温まで加熱した鋼をプレス成形し，同時に金型内で急冷することでマルテンサイ

ト変態組織を得る工法である[11]．ホットスタンプで製造される材料の強度は主に硬質相で

あるマルテンサイトによって確保されており，フェライト分率に応じて強度が低下する．ま

たフェライト混入量が微量であっても，強度への影響は小さいが，靭性を急激に低下させる

ことが知られている[8]．それゆえ強度だけでなく靭性の観点からも，可能な限りフルマルテ

ンサイト組織が望ましい．また加工硬化オーステナイトからマルテンサイトが発生させる

熱処理（オースフォーム）は，鋼の強度が大きく上昇するにもかかわらず靭性や延性がほと

んど低下しないことが知られている[9]．オースフォームにより形成された組織は結晶方位の

異なるマルテンサイト晶が入り乱れて生成する傾向が強くなり，その結果マルテンサイト

組織が非常に微細化する．オースフォームによる強度上昇に伴う靭性低下が抑制される理

由はこのようなマルテンサイト組織の微細化によると考えられており[9, 12]，ホットスタンプ

も同様の強化が生じていると考えられている[13, 14]． 

 以上で述べたようにホットスタンプやオースフォームを代表とする鉄鋼材料の高強度化

手法にはマルテンサイト組織の活用が求められる．更なる高強度鋼の開発においても，強度

および靭性の観点からフルマルテンサイト組織のより高度な組織制御が望ましい．またオ

ースフォームにより形成されるマルテンサイト組織には結晶学的な異方性が生じることも
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知られている[9, 15, 16]．結晶学的な異方性を正しく制御することで，異方性を低減した均質か

つ高靭性な材料の開発のみならず，異方性の積極的な活用による曲げ性などの二次加工性

の向上が期待できる[17-19]．以上で述べた，鉄鋼材料の更なる高強度化・高機能化を達成する

組織制御の指針を得るためには，マルテンサイト変態組織に対する理解の深化が必要不可

欠である． 

 

図 1-1 産業に使われる材料の引張強度の比較[3] 

 

図 1-2 ホットスタンプ工法模式図[11] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

１－２．マルテンサイト変態と晶癖面バリアント 

Cohen, Olson, Clapp らにより定義された COC-classification[20]によるとマルテンサイト

変態は以下に示す３つの性質により定義される． 

 

(1)原子の連携運動な変位によって結晶格子の非弾性変形（格子変形）を伴う． 

(2)相変態時の結晶格子変化を表す格子変形ひずみの主値が正負混合である． 

(3)相変態挙動と組織形態はひずみエネルギーにより特徴づけられる． 

 

マルテンサイト変態により生じる組織には(1)~(3)の性質に起因する結晶学的な拘束が強く

働く．図 1-3 は Cu-Al-Ni 合金単結晶に温度勾配をつけ，左の端にマルテンサイト晶を一つ

だけ生成させる single interface transformation の実験を示している[21]．試料をさらに冷却

していくと母相とマルテンサイトの界面の傾きは常に一定であり，マルテンサイト晶が母

相の一定の結晶面に沿って生成することが示されている．この界面を晶癖面（habit plane）

と呼ぶ．図 1-3(c)は晶癖面を走査型電子顕微鏡で観察したものであり，(a)はこれを 3 次元

的に表したものであるが，これらの実験的観察はマルテンサイト晶が内部に高密度の格子

欠陥を備えていることを示している．このような格子欠陥は，格子変形ひずみを緩和するた

めにすべりや双晶などの補足変形が生じることで導入されると考えられている．これらの

変形は結晶格子を変化させるものではないので，これらを総称して格子不変変形（Lattice 

invariant shear，LIS）と呼ぶ[22]． 

 上記の晶癖面および格子不変変形に関するマルテンサイト晶の結晶学的特徴はマルテン

サイト結晶学の現象論（Phenomenological Theory of Martensite Crystallography，PTMC）

[23-28]により理解されている．PTMC はマルテンサイト変態に伴う試料の表面起伏[29]に関す

る研究によって明らかにされた以下の実験事実に基づいている． 

 

(1)マルテンサイト変態に伴う形状変形は一次変換（線形変換）により表される． 

(2)母相とマルテンサイト相の界面である晶癖面は無ひずみ・無回転の不変面である． 

 

すなわち，マルテンサイト晶は晶癖面を不変面とするように変形することで，変態に伴う母

相/マルテンサイト界面でのひずみを大きく緩和する．PTMC によれば，マルテンサイト晶

の全形状ひずみ（変形勾配）行列 U は次のように表される[30-32]． 

𝐔 = 𝐉𝐁𝐏1𝐏2 (1-1) 

ここで𝐉は晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転，𝐁は Bain ひずみ，𝐏1, 𝐏2は格子不変

変形である．また晶癖面を不変面とするためにマルテンサイト変態の全形状ひずみ行列𝐔が

満たすべき条件は次式で表すことができる． 

𝐔 − 𝐈 = 𝑔(d ⊗ p) (1-2) 

ここで𝐈は単位行列，𝑔は形状ひずみの大きさ，dは形状変形方向ベクトル，pは晶癖面法線ベ
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クトルである．式(1-2)は不変面条件と呼ばれる． 

式(1-1)は，晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転𝐉に起因して，母相とマルテンサ

イト晶間に特定の結晶方位関係が存在することを示している．一般に結晶の対称性に起因

して，母相と等価な結晶方位関係を持ちながら互いに結晶方位が異なるマルテンサイト晶

が生成できる．これを兄弟晶（バリアント）と呼ぶ[2, 33]．特に，晶癖面が不変面であるマル

テンサイト晶としてのバリアントを晶癖面バリアントと呼ぶ．図 1-4[34]は鉄合金のレンズマ

ルテンサイト組織を示している．図 1-4 に示すように，マルテンサイト組織は晶癖面バリア

ントが互いに結合することで形成されている．晶癖面バリアント同士が結合した組織形態

を自己調整組織と呼ぶ[35]．マルテンサイト変態において，バリアントは結晶学的に互いに

等価であり，無応力下で変態した場合には各バリアントの生成頻度は等しいと考えられる．

しかしバリアント同士の関係は等価ではないため，何らかの理由により特定のバリアント

ペアが優先的に隣接して生成される．これをバリアント結合則と呼ぶ[36-42]．鉄合金のα’マ

ルテンサイト組織においても晶癖面バリアントの結合はランダムではなく，特定のバリア

ントペアが頻出することが報告されている[36, 40, 43-47]．  

 

図 1-3 Cu-14.2Al-4.3Ni(wt%)合金単結晶における 

single interface transformation を示す写真[21] 
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図 1-4 Fe-30Ni(wt%)合金のレンズマルテンサイト組織における光学顕微鏡写真[34] 
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１－３．鉄合金α’マルテンサイト組織とバリアント結合則 

鉄合金α’マルテンサイトは合金の組成や生成温度によって組織形態が大きく変化し，図

1-5 に示すようにラスマルテンサイト，バタフライマルテンサイト，レンズマルテンサイト，

薄板状マルテンサイトの４種の形態が存在する[43, 48]．このうち最も高温で生成するラスマ

ルテンサイトはほとんどの熱処理用鋼に現れることから実用上最も重要な組織であり[49-53]，

マルテンサイト鋼の力学特性はラスマルテンサイト組織に強く依存する[54-60]． 

ラスマルテンサイト組織は，特定の晶癖面バリアントが配列することで形成される階層

組織を示す[54, 61]．ラスマルテンサイトの階層組織の模式図を図 1-6 に示す[48]．まず最小構

成組織として 1 種の晶癖面バリアントからなる微細なマルテンサイト晶を「ラス」と呼ぶ．

このラスの内部微視組織では複雑に絡み合った転位が観察されている．続いて，ほぼ平行な

晶癖面かつ同じ結晶方位を持つ多数のラス同士の結合によって「ブロック」が形成される．

さらに，ほぼ平行な晶癖面を有する異なるブロックの集合によって「パケット」が構成され

る．このパケットによって旧オーステナイト粒が分割される．このような階層組織は，最初

のラスがオーステナイト粒界で核生成し，その後粒内に向かって同じ晶癖面を持つラスが

隣接して次々と核生成することで形成される． 

 マルテンサイト鋼の力学特性はラスマルテンサイトの階層組織と密接に関連している．

Wang ら[56]はマルテンサイト鋼の靭性がパケットサイズに依存することを報告している．

森戸ら[55]は，ブロック幅が減少するほど，マルテンサイト鋼の強度が Hall-Petch 則に従っ

て増加することを明らかにした．最近の研究ではブロック境界が転位の運動に対して効果

的な障害物として働くことも報告されている[51, 57, 59, 60]．これらの結果は，パケット境界や

ブロック境界が方位差の大きな粒界であるため，変形や破壊の抵抗として働いていること

を示している．また加工硬化状態のオーステナイトからラスマルテンサイトが生成すると，

異なるバリアントのラスが入り乱れて生成する傾向が強くなり，その結果ブロックが非常

に微細化される．オースフォームによる強度上昇に伴う靭性低下の抑制はこのようなブロ

ックの微細化によると考えられている．このようにマルテンサイト鋼の強度と靭性はパケ

ットやブロックのサイズに強く関連しており，その複雑な階層組織は特定の晶癖面バリア

ント同士の結合によって構成されている． 

多くの熱処理用鋼に現れるラスマルテンサイトの階層組織はマルテンサイト鋼の力学特

性と密接に関連している．実用化されているホットスタンプ用鋼板はいずれもラスマルテ

ンサイト組織であり[5]，更なる高強度鋼の開発においても，強度および靭性の観点から微細

なラスマルテンサイト組織の活用が求められる．それゆえ鉄鋼材料の更なる高強度化・高機

能化を達成する組織制御の指針を得るためには，ラスマルテンサイト組織の形成機構を知

る必要がある．前述したようにマルテンサイト組織は晶癖面バリアント同士が互いに結合

し合った集合体であり，それゆえバリアント結合則はラスマルテンサイト組織の形成機構

と密接に関連している．また 1-1 節で述べたオースフォームによって生じる結晶学的な異

方性はラスマルテンサイト組織における特定バリアントの優先発生に起因する[9, 15, 16]．その
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ためラスマルテンサイトが呈するバリアント結合則を明らかにすることはラスマルテンサ

イト組織の形成機構の解明および鋼のより高度な組織制御指針の開発に寄与することから

実用上非常に重要である． 

過去の研究を概観すると，ラスマルテンサイト組織で頻出なバリアントペアは他の形態

でも発生している．次節では鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則について実験に

より明らかにされているバリアント隣接傾向を概観し，ラスマルテンサイト組織が呈する

バリアント結合則を理解するために種々の形態の結合則を研究する動機を述べる． 

 

図 1-5 鉄合金α’マルテンサイトの 4 形態[62] 

図 1-6 ラスマルテンサイト組織に見られる階層組織[48] 
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１－４．鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則に関する先行研究 

鉄合金α’マルテンサイト（body-centered cubic/bcc or body-centered tetragonal/bct）で

は，一つの旧γ粒から 24 種の晶癖面バリアントが生成されうる[63]．各バリアントと母相と

の間の方位関係は Kurdjumov-Sachs (K-S)((111)𝛾 ∥ (011)𝛼, [1̅01]𝛾 ∥ [1̅1̅1]𝛼) の関係に近い

ことが知られている[64-66]．表 1-1 に 24 通りの K-S バリアントを示す．K-S バリアントの通

し番号は森戸ら[49]が提唱した表記に従っている．表中の CP（Close-packed Plane parallel, 

最密面平行関係）グループ[67]は K-S バリアントの中で最密面平行関係((111)𝛾 ∥ (011)𝛼)を

共有するバリアントグループのことで，1 つの CP グループには 6 種類の K-S バリアント

が含まれる．同様に Bain グループは[68]，Bain の方位関係((001)𝛾 ∥ (001)𝛼, [100]𝛾 ∥ [110]𝛼)

に近い方位を持つバリアントグループのことで，1 つのベイングループには 8 種類の K-S バ

リアントが含まれる．厳密には晶癖面バリアントと K-S バリアントの定義は異なるが，一

般に晶癖面バリアントの通し番号と K-S バリアントの通し番号を統一した表記が用いられ

ており[49, 50, 68, 69]，本研究も倣うこととする． 

ラスマルテンサイト組織におけるバリアント結合則については多くの報告があり[40, 49, 50, 

70, 71]，高頻度に発生するものは V1/2 および V1/4 ペアである．図 1-7 にラスマルテンサイ

トの組織構成をまとめた模式図を示す．森戸ら[49, 50]は，低炭素鋼において，ブロック内部

で局所的な結晶方位差が存在し，ブロックが単一の K-S バリアントだけではなく２種の特

定の K-S バリアントの組み合わせで構成されていることを電子後方散乱回折法（Electron 

Backscatter Diffraction，EBSD）分析により明らかにした．各 K-S バリアントの集合体はサ

ブブロックと呼ばれ，V1 と V4 のサブブロックで一つのブロックが構成されている．また

パケットは同一 CP グループに属する 6 つの K-S バリアントで構成される．森戸らはさら

に，炭素濃度が増加するにつれブロックとパケットのサイズが減少し，中炭素鋼においてブ

ロックは単一の K-S バリアントの集合体であったことも報告している．Stormvinter ら[40]

は，低炭素鋼の鉄マルテンサイトにおけるバリアント隣接傾向に対する炭素含有量の影響

を調査した．図 1-8 は異なる炭素含有量の Fe-C 合金で調査されたバリアント境界割合を示

している．低炭素鋼では V1/4 ペアが優先的に形成されているが，これは炭素含有量の増加

につれて減少する．一方，炭素含有量が増加するにつれて V1/2 ペアの形成が促進されるこ

とが明らかにされた．これは森戸らの結果と整合する． 

形状記憶効果を示す薄板状マルテンサイト[72-74]は，図 1-5 に示すように晶癖面が平行に

近い 4 種類の K-S バリアントが集団を成して稲妻状に生成する[36, 47, 75]．このようなバリア

ントグループは晶癖面グループと呼ばれており，{110}𝛾周りの晶癖面法線を持つような 4 種

類のバリアント（V1,V6,V16,V17）で構成されている．同一晶癖面グループに属するバリア

ント同士の結合はくさび型，キンク型，槍型に分類され，K-S バリアントではそれぞれ V1/6，

V1/16，V1/17 ペアに対応する．またその結合面はそれぞれ(144)𝛾, (100)𝛾, (011)𝛾である[36, 

47]．これらのバリアントペアが複合的に結合することで構成されるダイアモンド型の形態も

報告されている[36]．高炭素鋼に見られるレンズマルテンサイトにおいても同様に同一晶癖
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面グループのバリアントが隣接することが報告されている[45, 69, 76]．図 1-9 にレンズマルテ

ンサイトのバリアント境界割合のグラフを示す[69, 76]．V1/6，V1/16，V1/17 ペアのバリア

ント境界が全体の 8 割以上を占めていることがわかる．レンズマルテンサイトのミドリブ

は本質的に薄板状マルテンサイトと同等であり，それゆえバリアント隣接傾向も共通の関

係にあると考えられている[75, 77, 78]． 

以上に示したラス，レンズ，薄板状マルテンサイトが１つの晶癖面バリアントの形態に関

する名称であることに対して，バタフライマルテンサイトは 2 つの晶癖面バリアントが結

合した形態に対する名称である[44, 79-82]．梅本ら[44, 79]はバタフライマルテンサイトのシリア

ルセクショニング観察を行い，二面解析によりバタフライマルテンサイトの晶癖面方位が

{225}𝛾に近いことおよびバタフライマルテンサイトが特定のバリアントペアで構成されて

いることを明らかにした．また梅本らは透過型電子顕微鏡を用いてバタフライマルテンサ

イトの下部組織と結晶学についても調査した．図 1-10 はバタフライマルテンサイトの電子

顕微鏡写真を示す．各プレートの中央付近に長手方向に沿って観察されるミドリブが結合

面で連続している．また(100)𝛾面を結合面として(252)𝛾晶癖面バリアントと(2̅52)𝛾晶癖面バ

リアントが結合することでバタフライ形態が構成されることが明らかにされた．図 1-11 は

バタフライ形態の結晶学的特徴をまとめた概略図である．K-S バリアント番号で記述すると

バタフライ形態には V1/16 ペアが対応する．以降ではバタフライ形態とマルテンサイト組

織を区別するため， (100)𝛾面を結合面とする V1/16 ペアをバタフライ結合，V1/16 ペアの

発生頻度が特に高いマルテンサイト組織をバタフライマルテンサイト組織と呼ぶこととす

る．レンズ・薄板状マルテンサイトにおいても V1/16 ペアの結合面は(100)𝛾であり，バタ

フライ結合が形成している．Fe-8Cr-1C 合金などで生成する{225}𝛾プレートマルテンサイ

トは結晶学の研究によく用いられているが，このマルテンサイトは晶癖面および下部構造

がバタフライマルテンサイトと非常に類似して居るため，バタフライマルテンサイトの一

種であると考えられている[44, 78, 83]． 

バタフライマルテンサイト組織が形成されると言われる合金においては，V1/16 ペア以

外に V1/2 ペアも発生することが報告されている[84-86]．Dunne ら[84]は Fe-1.2C 合金および

Fe-6Mn-1C 合金において，共通の{225}𝛾晶癖面を持ちながら表面起伏の傾斜が異なる晶癖

面バリアントペアが高頻度に発生することを明らかにした．図 1-12 に Fe-1.2C 合金で観察

された晶癖面バリアントの表面レリーフの顕微鏡写真を示す．表面起伏の傾斜が異なるバ

リアントペアが晶癖面とほぼ平行に結合している． Jana ら[85]は Fe-3Mn-3Cr-1C 合金にお

いても同様に，{225}𝛾晶癖面に平行な結合部を持ち，表面起伏の傾斜が異なる晶癖面バリア

ントのペアが高頻度で発生したことを報告している．Jana らは干渉顕微鏡と二面解析によ

り複数のペアについてバリアントの形状ひずみの測定を行い，2 つのペアの形状変形方向は

(1̅01)𝛾面に関して鏡面対称の関係にあることを明らかにした． (1̅01)𝛾面に関して鏡面対称

の関係にあるペアは V1/2 ペアである．図 1-13 は Malet ら[86]による Fe-8Cr-1C 合金の

EBSD 測定結果である．図中，黄色で強調されたバリアント境界は V1/2 ペアの境界に対応
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し，V1/2 ペアが多数発生していることがわかる． 

以上から各形態で高頻出なペアをまとめると，ラスマルテンサイトにおいて V1/2, 4 ペ

ア，バタフライマルテンサイトにおいて V1/2, 16 ペア，レンズおよび薄板状マルテンサイ

トにおいて V1/6, 16, 17 ペアが高頻出なペアである．ラスマルテンサイトを除くバタフラ

イ・レンズ・薄板状マルテンサイトにおいて V1/16 ペアが高頻度に発生しているが，変態

初期段階に着目すると，ラスマルテンサイトにおいても V1/16 ペアが高頻度に発生してい

る可能性がある[46, 87-89]．図 1-14 は室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-20Ni-

5Mn 合金の光学顕微鏡写真を示している[87]．図中に赤い矢印で示されるように，異なる 2

つの晶癖面バリアントが結合しバタフライ形態のペアが形成されている．このペアは晶癖

面が平行でないことから，明らかに異なる CP グループに属するバリアント同士のペアであ

り，ラスマルテンサイトで高頻度に観察される V1/2 および V1/4 ペアとは異なるバリアン

トペアが生成していることを示している．Zhang ら[88]は共焦点走査型高温レーザー顕微鏡

を用いたその場観察により，低炭素高合金鋼のラスマルテンサイト変態過程を調査した．図

1-15 にその場観察結果を示す．図 1-15(b)において，異なる CP グループに属するバリアン

ト同士のペアが生成していることを示している．Zhang らはさらに同視野において EBSD

による結晶方位解析を行い，上記のペアが V1/16 ペアであったことが報告している．Nambu

ら[89]は，合金化によるオーステナイトの高強度化はバリアント選択則に影響を与える可能

性があることから，低炭素低合金鋼を用いてその場観察と EBSD による結晶方位解析によ

り変態初期のバリアント選択則を調査した．図 1-16 は変態初期に生成したバリアントのバ

リアントマップと対応する{001}𝛼′極点図を示している．茶色で示されたバリアント 9 と黄

緑で示されたバリアント 19 同士が結合したペアを複数確認できる．ここでバリアント 9 と

バリアント 19 のペアは V1/16 ペアと結晶学的に等価である．またその結合面トレースは

(100)𝛾面方位のトレースと一致する．Kohne ら[46]はラスおよびバタフライマルテンサイト

が混合する組成範囲に属する高炭素鋼において，Ms 直下で形成されたマルテンサイトを焼

き戻しすることにより初期マルテンサイト変態を調査した．図 1-17 は，それぞれ変態初期

および変態後期におけるバリアント結合頻度割合を示している．変態後期に比べ明らかに

V1/16 ペアが変態初期で優先的に発生している．これらの事実はラスマルテンサイト組織

においてもバタフライ結合が変態初期に形成している可能性を示唆している． 

鉄合金α’マルテンサイトのうちラスマルテンサイトは強靭性に優れた組織であり，高強

度鋼の基地組織として多くの実用鋼に用いられている．マルテンサイト鋼の強度と靭性は

パケットやブロックのサイズに密接に関連しており，その複雑な階層組織は特定のバリア

ント同士の結合によって構成されている．ラスマルテンサイト組織で高頻出なペアは V1/2

ペアおよび V1/4 ペアであり，このうち V1/2 ペアはバタフライマルテンサイト組織におい

ても高頻度に発生する．また(100)𝛾面を結合面とするバタフライ結合はレンズ・薄板状マル

テンサイトにおいても高頻度で発生しており，ラスマルテンサイトにおいても変態の初期

段階に発生している可能性がある．このように鉄合金α’マルテンサイトの 4 形態のバリア
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ント結合則は互いに共通する特徴を持ちながら遷移する．したがって，鉄合金α’マルテン

サイトのバリアント結合則全般に共通する普遍的な性質を見出すことはその学術的重要性

とともに，ラスマルテンサイトが呈する結合則の解明に寄与することから実用的観点から

も重要である．鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通する普遍的な性質

を見出すためには，各形態の結合則と結合則に影響を及ぼす因子の関係を明らかにし，統一

的な観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則を検討する必要がある． 
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表 1-1 K-S 関係の 24 通りのバリアント[49] 

Variant Plane parallel Direction parallel Bain group  

V1 

(111)
𝛾

∥ (011)
𝛼′

 

[1̅01]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B1 

V2 [1̅01]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B2 

V3 [011̅]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B3 

V4 [011̅]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B1 

V5 [11̅0]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B2 

V6 [11̅0]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B3 

V7 

(11̅1)
𝛾

∥ (011)
𝛼′

 

[101̅]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B2 

V8 [101̅]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B1 

V9 [1̅1̅0]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B3 

V10 [1̅1̅0]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B2 

V11 [011]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B1 

V12 [011]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B3 

V13 

(1̅11)
𝛾

∥ (011)
𝛼′

 

[01̅1̅]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B1 

V14 [01̅1̅]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B3 

V15 [1̅01̅]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B2 

V16 [1̅01̅]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B1 

V17 [110]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B3 

V18 [110]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B2 

V19 

(111̅)
𝛾

∥ (011)
𝛼′

 

[1̅10]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B3 

V20 [1̅10]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B2 

V21 [01̅1̅]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B1 

V22 [01̅1̅]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B3 

V23 [101]
𝛾

∥ [1̅1̅1]
𝛼′

 B2 

V24 [101]
𝛾

∥ [1̅11̅]
𝛼′

 B1 
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図 1-7 (a)低炭素および(b)中~高炭素鋼のラスマルテンサイトの組織構成[40, 49, 50] 

 

図 1-8 異なる炭素含有量の Fe-C 合金で調査されたバリアント境界割合[40] 

(a)極低炭素(IF)鋼，(b)Fe-0.35C，(c)Fe-0.75 
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図 1-9 Fe-25Ni-0.5C (wt%)合金のレンズマルテンサイトのバリアント境界割合[69, 76] 

 

 

図 1-10 Fe-18Ni-1,0Cr-0.5C (wt%)合金で形成された 

バタフライマルテンサイトの電子顕微鏡写真[44, 79]． 
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図 1-11 バタフライマルテンサイトの下部組織の模式図[44] 

 

 

図 1-12 Fe-1.2C(wt%)合金のマルテンサイト組織で観察された表面起伏の顕微鏡写真[84] 
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図 1-13 Fe-8Cr-1C(wt%)合金の{225}𝛾プレートマルテンサイトにおける IPF マップ[86] 

 

図 1-14 室温以下でラスマルテンサイトを呈する Fe-20Ni-5Mn 合金の光学顕微鏡写真[87] 
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図 1-15 低炭素高合金鋼のラスマルテンサイト変態過程のその場観察と EBSD 測定結果[88] 

 

 

 

図 1-16 変態初期に生成したバリアントのバリアントマップと対応する{001}𝛼′極点図[89] 
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図 1-17 Fe-0.74C-1.15Mn-1.08Cr(wt%)合金のマルテンサイト組織における 

バリアント結合頻度割合[46]．(a)変態後期および(b)変態初期 
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１－５．バリアント結合則に影響を及ぼす因子に関する研究 

１－１節で述べたように，マルテンサイト変態の組織形成はひずみエネルギーによって

特徴づけられる．鉄合金α’マルテンサイトにおける形状変形は母相の弾塑性変形によって

緩和される[90]．この弾塑性ひずみ場が個々のマルテンサイトの成長限界を決めると共に，

周囲の母相中での新たなマルテンサイト晶の核生成に影響を及ぼす[91]．バリアント結合は

これらのひずみ場の緩和と密接に関連しており，マルテンサイト組織の全自由エネルギー

を減少させるようにバリアント結合が発生すると考えられている[92-97]．それゆえバリアン

ト結合に伴うひずみエネルギーの観点から，鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則

に影響を及ぼす因子に関して議論がなされている．以下にその因子を示す． 

 

（１）マルテンサイト変態に伴う変態ひずみの自己緩和 

 マルテンサイト変態に伴う変態ひずみ（変形勾配）の相加平均が単位行列に近づくように

晶癖面バリアントが複数結合する現象を自己緩和と呼ぶ[36, 49, 50, 98, 99]．岡本ら[36]は PTMC を

用いて薄板状マルテンサイトの変態ひずみを計算し，同一晶癖面グループに属する 4 つの

バリアントの変態ひずみの相加平均が最も単位行列に近くなり自己緩和を起こることを報

告している．森戸ら[49, 50]はラスマルテンサイト組織について同様の計算を行い，パケット

を構成する同一 CP グループに属する 6 つのバリアントが生成することで自己緩和が起こ

ることを示した．表 1-2 は同一 CP グループに属する 6 つのバリアントにおいて，各ペアに

おける巨視的な平均変態ひずみを示している．6 つのバリアントの平均変態ひずみが最も小

さく，最も自己緩和に有利である．一方，ラスマルテンサイト組織で高頻出な V1/2 ペアお

よび V1/4 ペアは他のペアに比べ平均ひずみが比較的大きいため自己緩和の観点からは不

利である．バタフライマルテンサイト組織で高頻出な V1/16 ペアにおいても自己緩和は不

利なペアであると考えられている[44] ．梅本ら[79]は Fe-18Ni-1Cr-0.5C 合金における透過型

電子顕微鏡観察の結果，バタフライを形成するペアは同一 Bain グループに属する晶癖面

バリアントであったことを報告している．同一 Bain グループ同士のペアは同じ Bain ひず

みを有するため変態ひずみの緩和に不利なペアである．また梅本ら[44]は(252)γ晶癖面バリ

アントと(2̅52)γ晶癖面バリアントの形状ひずみ方向は互いに[011̅]𝛾に近く[84, 85]，それゆえ

自己緩和による形成は生じないと指摘している．レンズおよび薄板状マルテンサイトにお

けるバタフライ結合においても同様の傾向を示している[36]． 

Khachaturyan[94, 100, 101]らは，旧母相粒内の巨視的な平均ひずみは存在するバリアントの

体積分率に依存すると考え，それゆえ鉄合金α’マルテンサイトの結合則を自己緩和の観点

から合理化することは難しいと主張している．これは同じ体積分率を持つバリアント構造

において巨視的な平均ひずみが等しいことを意味する．それゆえ同じ体積分率かつ複雑な

バリアント構造ほど，バリアント結合に伴う界面エネルギーに起因してマルテンサイト組

織の全自由エネルギーを増加させる．したがって，バリアント結合を促進する熱力学的要因

は微視的な局所ひずみに対する効果に起因すると主張している． 
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（２）異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件 

近年，異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件が，バリアント隣接傾向およびバリ

アント同士の結合状態に大きく影響することが形状記憶合金を中心に明らかにされている

[102-104]．異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件（図 1-18）は以下の式で表される． 

𝐐𝐕 − 𝐔 = 𝐛 ⊗ 𝐦 (1-3) 

ここで，𝐔, 𝐕は異なる晶癖面バリアントの変形勾配行列，𝐛は形状変形の不連続性に関連す

るベクトル，𝐦は結合面法線ベクトル，𝐐はバリアント間の結合面が変形の連続性を保つた

めに必要な剛体回転であり，結合部での変形の不連続性を表す．式(1-3)は rank-1 接続，

Kinematic Compatibility, Hadamard hump condition などと呼ばれており，式(1-2)の不変面

条件は式(1-3)において𝐔が単位行列である特殊なケースに該当する．ここで𝐔, 𝐕が不変面条

件を満たす場合，𝐐は不変面条件を必然的に破る．つまり，結合面または晶癖面のいずれか

において幾何学的な不適合性が生じることとなる．マルテンサイト組織内の幾何学的不適

合性が弾性的に緩和される場合，その弾性ひずみエネルギーは𝐐の回転角θの二乗に比例す

る[105]．つまり，θが大きいほど晶癖面バリアント間のひずみエネルギーは高くなり，𝐐の

回転角θは幾何学的不適合性の指標として理解できる．このような背景から幾何学的不適

合性θが小さいバリアントペアが優先的に形成されると考えられている[41, 45, 47, 69, 97]．篠原

ら[45]は Fe-Ni-C 合金のレンズマルテンサイト組織において幾何学的適合条件に基づきバリ

アントペアの結合状態を解析した．レンズマルテンサイトでは V1/6，V1/16，V1/17 ペア

が高頻度に形成されており，その結合面は幾何学的適合条件から予測される結合面と一致

した．また V1/6，V1/16，V1/17 ペアの𝐐の大きさ（回転角θ）はそれぞれ 0.55°，4.95°，

0.01°であり，これら 3 つは最も𝐐が小さい結合であり，確かに𝐐の小さな結合が支配的に発

生していることを明らかにした．篠原ら[47]は薄板状マルテンサイトにおいても同様の結果

を報告している．宮本ら[69]はラスマルテンサイトの結晶学的特徴を再現できる 2 種類の

PTMC モデルを用いて V1/2~24 の 23 通りのペアについて𝐐の回転角θを求めた．ラスマル

テンサイトで高頻度に形成される V1/2，V1/4 ペアのθは高々3.3°であり，これら 2 つのペ

アは幾何学的に有利な上位 5 つのバリアントペアに含まれていることから．V1/2, 4 ペアの

優先的な形成を合理化できると提案した． 

 

バリアント間の幾何学的適合条件は、母相/マルテンサイト間の不変面条件と同様に，バ

リアント結合部でのひずみを大きく緩和するために幾何学的に優位な結合状態を記述する．

この結合状態からの偏差が大きいほど結合部のひずみエネルギーは大きくなることを考慮

すると，バリアント結合部に必然的に生じる幾何学的不適合性が微視的な局所ひずみに影

響を与えることは明らかである．また幾何学的適合条件の観点では，各形態における晶癖面

バリアント同士の結合を，各形態固有の変形勾配行列を持つ板状マルテンサイト同士の理

想的な結合として統一的に扱うことが可能である． 
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以上から各形態の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにし，幾何学的不適合性の

観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則について検討することで，鉄合金α’マルテンサ

イトのバリアント結合則全般に共通する普遍的な性質を見出すことが期待できる．しかし

鉄合金α’マルテンサイトのうちラスマルテンサイト組織およびバタフライマルテンサイト

組織について，バリアント結合則と幾何学的適合条件の関係を調査した研究はこれまでほ

とんど行われていない．唯一，完全変態したラスマルテンサイト組織の頻出バリアントペア

について幾何学的不適合性の調査が行われているが，格子不変変形を限定した定性的な理

解しか得られていない．特に，バタフライマルテンサイトについてバリアント結合頻度と幾

何学的適合条件の関係を調査した研究は全くない．そこで本研究では，バタフライマルテン

サイト組織およびラスマルテンサイト組織の結合則および幾何学的適合条件の関係を明ら

かにし，幾何学的不適合性の観点から鉄合金α‘マルテンサイトの結合則に共通する普遍的

な性質を明らかにすることを目的とする．この目的を達成するための着眼点について次節

で述べる． 

 

表 1-2 同一 CP グループ内の各バリアントの組み合わせにおける平均変態ひずみ[49] 

Combination of 

variants 
V1 V1+V2 V1+V3 V1+V4 V1+V5 V1+V6 

All 6 

variants 

Shape strain 0.242 0.228 0.123 0.186 0.123 0.049 0.024 

 

 

 

 

図 1-18 バリアント間の幾何学的適合条件の模式図．異なる変形勾配𝐔, 𝐕を持つ 

バリアント同士が変形の連続性を保つために必要な条件を表している． 
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１－６．バリアント間の幾何学的不適合性の評価に関する問題点 

 バリアント間の幾何学的不適合性は晶癖面バリアントの変形勾配行列に依存する．すな

わち，幾何学的不適合性を評価するためには変形勾配行列の正確な入力が求められる．一般

に，晶癖面バリアントの変形勾配行列は PTMC によって求められる． 

PTMC の単一格子不変変形モデルはレンズおよび薄板状マルテンサイトの{259}𝛾または

{3 10 15}𝛾晶癖面やその他の結晶学的特徴に関して高精度の予測に成功している[29, 36, 84, 106, 

107]．一方，バタフライやラスマルテンサイトに見られる{225}𝛾および{557}𝛾晶癖面に関して

の説明を合理化できず，それゆえ単一格子不変変形モデルに関して種々の拡張が行われて

きた[30, 32, 108]．Ross and Crocker [30]は式(1-1)に示すように 2 種の格子不変変形𝐏1, 𝐏2を仮定

した PTMC の一般化理論を提案し，さらに 𝐏1が(112)[1̅1̅1]𝛼′双晶せん断，𝐏2が(1̅12)[11̅1]𝛼′

せん断であるならばバタフライマルテンサイトの{225}𝛾晶癖面を再現できることを明らか

にした．Kelly [32]は Sandvik ら[31, 65, 109]の実験的な観察に基づき𝐏1が(ℎ𝑙𝑙)[01̅1]𝛾せん断，

𝐏2が(ℎ𝑙ℎ)[101̅]𝛾せん断であるとして，格子不変変形を適切に選択することで{557}𝛾晶癖面

を持つラスマルテンサイトの結晶学的特徴の説明に成功している． 

以上に示した現象論モデルの妥当性を検証するためには実験的に得られた測定値との比

較が有効である．柴田ら[83]は{225}𝛾晶癖面を呈する Fe-31Ni 合金の Martensite/Austenite 

(M/ 𝛾)界面構造を透過型電子顕微鏡によって詳細に調査し，Ross and Crocker によって提

案された格子不変変形モデルと同じ格子不変変形が活動していることを明らかにした．ま

た彼らは Eshelby の介在物理論[110]によってバリアントの弾性ひずみエネルギーを計算し，

Ross and Crocker の格子不変変形が弾性ひずみエネルギーを最も減少させるすべり系であ

ることを報告している．宮本ら[90]は Fe-20Ni-5Mn 合金を用いてラスマルテンサイト形成時

に隣接するオーステナイト母相に導入された塑性ひずみ分布を電子後方散乱回折（EBSD）

によって測定し，ラスマルテンサイトに隣接する母相に導入された結晶回転の軸が Kelly に

よって提唱された現象論モデルから予測された回転軸とよく一致することを明らかにした．

Hou ら[111]はデジタルホログラフィック顕微鏡(DHM)を用いて低炭素合金鋼におけるラス

マルテンサイトの組織形成過程をその場観察し，表面起伏の傾斜の実験値が Kelly によって

提唱された現象論モデルから予測された傾斜と一致することを報告している． 

以上で示したように，バタフライおよびラスマルテンサイトの変形勾配行列はそれぞれ

Ross and Crocker および Kelly の格子不変変形モデルによって求められる．このような 2 種

の格子不変変形が活動する場合，晶癖面バリアントの変形勾配行列は格子不変変形のせん

断量によって大きく変化する．Kelly や Ross and Crocker のモデルにおいてこのせん断量は

理論的には自由度のあるパラメータとして扱われ，実験的に一意な値を測定することは困

難であると考えられている[112-115]．またラスマルテンサイトに見られる結晶方位の分散はせ

ん断量の変動によって説明されるとの報告もある[52]．したがって，バタフライおよびラス

マルテンサイトの格子不変変形による変形勾配行列への寄与を一意に決定することは難し

く，それゆえ幾何学的不適合性の評価の妥当性に関して問題が生じる可能性がある． 
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以上で述べた，格子不変変形に起因した幾何学的不適合性の評価に関する問題を解決す

るためには，格子不変変形に依存しない形式で晶癖面バリアントの変形勾配行列を表現し，

バリアント間の幾何学的不適合性を包括的に評価できる解析解を導出することが有効であ

る． 
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１－７．本論文の構成 

 １－４節で述べたように，鉄合金α’マルテンサイトの各形態の結合則と幾何学的適合条

件の関係を明らかにし，幾何学的不適合性の観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則に

ついて検討することで，鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通する普遍

的な性質を見出すことが期待できる．しかしながら，鉄合金α’マルテンサイトのうちラス

マルテンサイト組織およびバタフライマルテンサイト組織について，バリアント結合則と

幾何学的適合条件の関係を明らかにした研究はこれまでほとんど行われていない．1-6 節で

は，ラスおよびバタフライマルテンサイトのバリアント結合則と幾何学的適合条件の関係

を明らかにするために，格子不変変形に依存しない形式で幾何学的適合条件の評価を行う

必要があることを述べた．そこで本論文では，バリアント間の幾何学的不適合性を包括的に

評価できる解析解を導出し，解析解を用いてラスマルテンサイト組織およびバタフライマ

ルテンサイト組織の結合頻度および幾何学的不適合性の関係を明らかにし，幾何学的適合

条件の観点から鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則に共通する普遍的な性質を明

らかにすることを目的とする．本論文の構成は以下の通りである． 

 第１章は序論であり，本論文の目的を述べた． 

 第２章では格子不変変形に依存しない形式で晶癖面バリアントの変形勾配行列を表現し，

バリアント間の幾何学的不適合性を包括的に評価できる解析解を導出する． 

 第３章ではバタフライマルテンサイト組織の形成が多く報告されている[43, 44]Fe-18Ni-

0.7Cr-0.5C 合金を用いて，変態初期から変態後期にかけてバタフライマルテンサイト組織

の結合頻度および結合状態を解析し，バタフライマルテンサイト組織の結合則と幾何学的

適合条件の関係を明らかにする． 

 第４章では室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 合金

を用いて，変態初期から変態後期にかけてラスマルテンサイト組織の結合頻度および結合

状態を解析し，ラスマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにす

る． 

 第５章では第２～４章で得たバタフライおよびラスマルテンサイトの結合則と幾何学的

適合条件の関係に関する知見をもとに，幾何学的不適合性の観点から鉄合金α’マルテンサ

イトの結合則について検討し，鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通す

る普遍的な性質を抽出する． 

 第６章では，各章で得られた結果を総括する． 
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第 2 章 異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件 

２―１．緒言 

 本章の目的は，格子不変変形に依存しない形式で晶癖面バリアントの変形勾配行列を表

現し，異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件を包括的に評価できる解析解を導出

することである． 

 バリアント間の幾何学的適合条件は晶癖面バリアントの変形勾配行列に依存する．すな

わち，幾何学的適合条件を評価するためには変形勾配行列の正確な入力が求められる．晶癖

面バリアントの変形勾配行列は PTMC によって求められる．PTMC ではマルテンサイト晶

の変形勾配行列𝐔は次式で表される． 

𝐔 = 𝐉𝐁𝐏1𝐏2 (2-1) 

ここで𝐉は晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転，𝐁は Bain ひずみ，𝐏1, 𝐏2は格子不

変変形である．レンズおよび薄板状マルテンサイト組織では，(112)𝛼′双晶が単一の格子不

変変形として活動する PTMC モデルによって，{259}𝛾または{3 10 15}𝛾晶癖面やその他の

結晶学的特徴に関して高精度の予測に成功している[29, 36, 84, 106, 107]．一方，バタフライやラス

マルテンサイト組織では 2 種のすべり変形が格子不変変形として活動すると考えられてい

る．一般にすべり変形が活動する格子不変変形の実験的な同定は非常に困難であり，それゆ

え格子不変変形の実験的に一意な値を決定することは難しい．したがって，バタフライおよ

びラスマルテンサイト組織のバリアント結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにする

ためには，格子不変変形に依存しない形式で幾何学的適合条件の評価を行う必要がある． 

一般にマルテンサイト晶で生じる格子変形や格子不変変形は合金系に依存するが，晶癖

面が不変面を形成することは多くの合金において共通している．晶癖面が不変面条件を満

たすとして，マルテンサイト晶の変形勾配行列𝐔が次式で表される． 

𝐔 = 𝐈 + 𝑔(d ⊗ p) (2-2) 

ここで𝐈は単位行列，𝑔は形状ひずみの大きさ，dは形状変形方向ベクトル，pは晶癖面法線ベ

クトルである．式(2-2)の変形勾配行列𝐔を用いてバリアント間の幾何学的適合条件を評価

する解析解を導出できれば，格子不変変形に依存しない形式で幾何学的適合条件の評価が

可能になる．以上を踏まえ，晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件を𝑔, 𝐝, 𝐩の関数として

包括的に評価できる解析解を導出する． 
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２―２．180 度回転で関連付けられるバリアント間の幾何学的適合条件 

２―２―１．Mallard’s law と関連する結果 

異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件は次式で表される． 

𝐐𝐕 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (2-3) 

ここで，𝐔, 𝐕は２つの晶癖面バリアントの変形勾配行列，𝐐 ∈ SO(3), 𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ𝟑である．一般

に，２つの異なるバリアントの変形勾配行列は，𝐕 = 𝐑𝐓𝐔𝐑を満たす座標変換行列𝐑を通じ

て関連付けられる．この場合，式(2-3)は次式に書き換えられる． 

𝐐𝐑𝐓𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (2-4) 

もし𝐑が 180 度の回転である場合，𝐑𝐓𝐔𝐑 = 𝐑𝐔𝐑であり，式(2-4)は常に解を持ち次の定理

(Mallard’s law)から求めることができる． 

 

定理 1 (Mallard’s law) [93, 116] 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝐞̂ ∈ ℝ3, |𝐞̂| = 1, 𝐑 = (−𝐈 + 2𝐞̂⨂𝐞̂)であるとする．このとき𝐐𝐑𝐔𝐑 − 𝐔 =

𝐚 ⊗ 𝐧̂を満たす𝐐 ∈ SO(3),  𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ3が存在し，(𝐐, 𝐚, 𝐧̂)はそれぞれ， 

𝐧̂ = 𝐞̂, 𝐚 = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐂 (2-5) 

もしくは 

𝐧̂ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚 = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐂 (2-6) 

で与えられる．ここで𝜌は|𝐧̂| = 1を満たすために必要な定数である．以降，式(2-5)と(2-6)

の解をそれぞれ Type I 解および Type II 解と呼ぶこととする．式(2-5)および(2-6)において

剛体回転𝐐が 2 つの 180 度回転の積であることは明らかである．この場合，次の結果が得ら

れる． 

 

結果 1 

𝐞̅, 𝐞̃ ∈ ℝ3, |𝐞̅| = |𝐞̃| = 1, 𝐑̅ = (−𝐈 + 2𝐞̅⨂𝐞̅), 𝐑̃ = (−𝐈 + 2𝐞̃ ⊗ 𝐞̃)であるとする．この時，𝐐 = 𝐑̅𝐑̃

の場合，𝐐の回転角𝜃は𝜃 = cos−1(2(𝐞̅. 𝐞̃)2 − 1)を満たし，回転軸は(𝐞̅ × 𝐞̃)と平行である． 

 

証明 

定義より𝐐は次式で表される． 

𝐐 = (−𝐈 + 2𝐞̅⨂𝐞̅)(−𝐈 + 2𝐞̃⨂𝐞̃) = 𝐈 − 2𝐞̅⨂𝐞̅ − 2𝐞̃⨂𝐞̃ + 4(𝐞̅. 𝐞̃)𝐞̅ ⊗ 𝐞̃ (2-7) 

𝐐のトレースに着目すると， 

Tr 𝐐 = 3 − 2 − 2 + 4(𝐞̅. 𝐞̃)2 = 4(𝐞̅. 𝐞̃)2 − 1 (2-8) 

であるので， 𝐐の回転角𝜃は 

𝜃 = cos−1 (
Tr 𝐐 − 1

2
) = cos−1(2(𝐞̅. 𝐞̃)2 − 1) (2-9) 
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で与えられる．ある正規直交基底{𝐞𝟏, 𝐞𝟐, 𝐞𝟑}において𝐞𝟏 = 𝐞̅であるとする．また𝐞̅を，𝐞𝟑を軸

として反時計回りに角度𝜙だけ回転させると𝐞̃に一致するとする（ただし0 < 𝜙 < 𝜋)．つま

り， 

𝐞̃ = 𝐌𝐞̅ (2-10) 

である．ただし 

𝐌 = (
cos 𝜙 − sin 𝜙 0
sin 𝜙 cos 𝜙 0

0 0 1

) (2-11) 

である．このとき正規直交基底{𝐞𝟏, 𝐞𝟐, 𝐞𝟑}おいて𝐐は次式で表現される． 

𝐐 = (
2cos2 𝜙 − 1 2 cos 𝜙 sin 𝜙 0

−2 cos 𝜙 sin 𝜙 2cos2 𝜙 − 1 0
0 0 1

) = (
cos 2𝜙 sin 2𝜙 0

− sin 2𝜙 cos 2𝜙 0
0 0 1

) (2-12) 

式(2-10)より明らかに，𝐐は𝐞𝟑を軸として反時計回りに角度(−2𝜙)回転させる行列であるこ

とがわかる．𝐞𝟑は(𝐞̅ × 𝐞̃)と平行を満たすので，𝐐の回転軸は(𝐞̅ × 𝐞̃)に平行である．∎  

 

２―２―２．180 度回転で関連付けられるバリアント間における𝐐の解析解 

２―１節に従いマルテンサイトプレートの晶癖面が不変面であると仮定して，式(2-5)お

よび(2-6)における剛体回転𝐐を𝑔, 𝐝, 𝐩の関数として導出する． 

 

結果 2 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝑔 ∈ ℝ, 𝐝, 𝐩 ∈ ℝ𝟑, 𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩), 𝐞̂ ∈ ℝ3, 𝐑 = (−𝐈 + 2𝐞̂⨂𝐞̂)であるとす

る（ただし𝑔 > 0, |𝐝| = |𝐩| = |𝐞̂| = 1）．𝐑は 180 度回転であるので，𝐐𝐑𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂は

一般に二つの解を持ち，Type I 解の回転角𝜃Iおよび回転軸𝐯I，Type II 解の回転角𝜃IIおよび

回転軸𝐯IIがそれぞれ 

𝜃I = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝐯I =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 

(2-13) 

もしくは 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

𝐯II =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 

(2-14) 

で与えられる．式(2-13)より，𝐝と𝐞̂が垂直，または𝐩と𝐞̂が平行の場合に限り𝜃I = 0である．

同様に式(2-14)より，𝐝と𝐞̂が平行，または𝐩と𝐞̂が垂直の場合に限り𝜃II = 0である． 

 



31 

 

証明 

初めに，Type I 解について示す．式(2-5)および結果 1 から回転角𝜃Iは 

𝜃I = cos−1 (2
(𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔−T𝐞̂|2
− 1) = cos−1 (1 − 2

|𝐔−T𝐞̂|
2

− (𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔−T𝐞̂|2
) (2-15) 

である．𝐔が不変面変形である場合，𝐔−Tに関して次式が成立する． 

𝐔−T = 𝐈 −
𝑔(𝐩 ⊗ 𝐝)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
 (2-16) 

したがって，|𝐔−T𝐞̂|
2
が次のように計算される． 

|𝐔−T𝐞̂|
2

= (𝐞̂ −
𝑔(𝐩 ⊗ 𝐝)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
𝐞̂) . (𝐞̂ −

𝑔(𝐩 ⊗ 𝐝)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
𝐞̂)

= 1 − 2
𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
+

𝑔2((𝐩 ⊗ 𝐝)𝐞̂). ((𝐩 ⊗ 𝐝)𝐞̂)

(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2

= 1 −
2𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
+ (

𝑔(𝐝. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
)

2

 

(2-17) 

同様に，(𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2が次式で計算される， 

(𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2 = ((𝐞̂ −
𝑔(𝐩 ⊗ 𝐝)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
𝐞̂) . 𝐞̂)

2

= (1 −
𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
)

2

= 1 −
2𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
+ (

𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
)

2

 

(2-18) 

式(2-17)および(2-18)の結果から|𝐔−T𝐞̂|
2

− (𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2が次式で計算される． 

|𝐔−T𝐞̂|
2

− (𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2 = (
𝑔(𝐝. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
)

2

− (
𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
)

2

=
𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2  

(2-19) 

式(2-19)の結果を式(2-15)に代入することにより回転角𝜃Iは 

𝜃I = cos−1 (1 − 2
|𝐔−T𝐞̂|

2
− (𝐔−T𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔−T𝐞̂|2
)

= cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

(2-20) 

である．また式(2-5)および結果 1 から回転軸𝐯Iは 

𝐯I =
(𝐔−T𝐞̂) × 𝐞̂

|(𝐔−T𝐞̂) × 𝐞̂|
=

1

|(𝐔−T𝐞̂) × 𝐞̂|
(𝐞̂ −

𝑔(𝐩 ⊗ 𝐝)

1 + 𝑔(𝐝. 𝐩)
𝐞̂) × 𝐞̂ 

=
−𝑔(𝐝. 𝐞̂)

|(𝐔−T𝐞̂) × 𝐞̂|(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
(𝐩 × 𝐞̂) 

(2-21) 
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である．(−𝑔(𝐝. 𝐞̂)) > 0であるように𝐞̂を取るとして，回転軸𝐯Iは 

𝐯I =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 (2-22) 

で与えられる． 

同様に，Type II 解について示す．式(2-6)および結果 1 から回転角𝜃IIは 

𝜃II = cos−1 (2
(𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔𝐞̂|2
− 1) = cos−1 (1 − 2

|𝐔𝐞̂|2 − (𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔𝐞̂|2
) (2-23) 

である．|𝐔𝐞̂|2は次のように計算される． 

|𝐔𝐞̂|2 = (𝐞̂ + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂). (𝐞̂ + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂)

= 1 + 2𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂) + 𝑔2((𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂). ((𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂)

= 1 + 2𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂) + (𝑔(𝐩. 𝐞̂))
2
 

(2-24) 

同様に，(𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2が次式で計算される． 

(𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2 = ((𝐞̂ + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂). 𝐞̂)
2

= (1 + 𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂)) 2

= 1 + 2𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂) + (𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂))
2
 

(2-25) 

式(2-24)および(2-25)の結果から|𝐔𝐞̂|2 − (𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2が次式で計算される． 

|𝐔𝐞̂|2 − (𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2 = (𝑔(𝐩. 𝐞̂))
2

− (𝑔(𝐝. 𝐞̂)(𝐩. 𝐞̂))
2

= 𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2) (2-26) 

式(2-26)の結果を式(2-23)に代入することにより回転角𝜃IIは 

𝜃II = cos−1 (1 − 2
|𝐔𝐞̂|2 − (𝐔𝐞̂. 𝐞̂)2

|𝐔𝐞̂|2
) = cos−1 (1 −

2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) (2-27) 

である．また式(2-6)および結果 1 から回転軸𝐯IIは 

𝐯II =
(𝐔𝐞̂) × 𝐞̂

|(𝐔𝐞̂) × 𝐞̂|
=

1

|(𝐔𝐞̂) × 𝐞̂|
(𝐞̂ + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)𝐞̂) × 𝐞̂ 

=
𝑔(𝐩. 𝐞̂)

|(𝐔𝐞̂) × 𝐞̂|
(𝐝 × 𝐞̂) 

(2-28) 

で与えられる．(𝑔(𝐩. 𝐞̂)) > 0であるように𝐞̂を取るとして回転軸𝐯IIは 

𝐯II =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 (2-29) 

である． ∎ 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

２－３．180 度以外の回転で関連付けられるバリアント間の幾何学的適合条件 

２―３―１．Ericksen の定理と関連する結果 

座標変換行列𝐑が 180 度以外の回転である場合，次の定理によって式(2-4)が解を持つた

めの条件が示される．  

 

定理 2 (Ericksen’s Criterion) [117, 118] 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝐂 = 𝐔𝐓𝐔 ≠ 𝐈であるとする． 𝐂の固有値が0 < λ1 ≤ 1, λ2 = 1, λ3 ≥ 1，λ𝑖

に対応する𝐂の固有ベクトルが𝐞̂𝑖， 𝐑 ∈ SO(3)の回転角θがθ≠mπ(m∈ℤ)であるとする．

このとき，𝐐𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂が解を持つための必要十分条件は次の二つのうちどちらかを満

たすことである． 

(1) 𝐔𝐓𝐔の固有値が重解である． 

(2) 𝐔𝐓𝐔の固有値が 3 つの単純固有値であり，かつ，𝐔𝐓𝐔の固有ベクトルの一つが𝐑の回転

軸と垂直である． 

 

晶癖面が不変面となった場合に形成されるバリアントの変形勾配行列𝐔は𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗

𝐩) (I:単位行列，𝑔:形状ひずみ，d:形状変形方向，p:晶癖面法線)で表される．ここで，𝐔𝐓𝐔

の固有値が重解である場合は𝐝 = 𝐩を満たす場合のみである．𝐝 = 𝐩を満たす場合，バリアン

トの変形は単軸圧縮 or 単軸膨張という非常に限定的な変形に対応する．このような変形が

マルテンサイト変態において起こりうるという報告は一切ない．そこで以降の解析では𝐔𝐓𝐔

の固有値が 3 つの単純固有値であるものとする．この場合𝐔𝐓𝐔の固有ベクトルについて次

の結果が得られる． 

 

結果 3 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝑔 ∈ ℝ, 𝐝, 𝐩 ∈ ℝ𝟑, 𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)であるとする（ただし𝑔 > 0, |𝐝| =

|𝐩| = 1，𝐝 ≠ 𝐩）． 𝐂 = 𝐔T𝐔の固有値λ𝑖に対応する固有ベクトルが𝐞̂𝑖であるとする．この時，

任意の𝐞̂𝑖に対して次式を満たす𝐑𝑖
′ ∈ SO(3)が存在する． 

𝐑𝑖
′ 𝐔 = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖) 

𝐑𝑖
′ = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)

(−𝐈 + 2𝐔𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐔𝐞̂𝑖)

|𝐔𝐞̂|2
 

(2-30) 

 

証明 

𝐝 ≠ 𝐩より𝐂の固有値が0 < λ1 < 1, λ2 = 1, λ3 > 1を満たすことから，𝐑𝜿𝐔 − 𝐈 = 𝑔(𝐝𝜿 ⊗ 𝐩𝜿)

を満たす𝐑𝜿 ∈ SO(3), 𝑔 ∈ ℝ, 𝐝𝜿, 𝐩𝜿 ∈ ℝ𝟑, 𝜅 ∈ {±1}が存在し，(𝐑𝜿, 𝑔, 𝐝𝜿, 𝐩𝜿) はそれぞれ 
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𝐝𝛋 = √
λ3(1 − λ1)

λ3 − λ1
𝐞̂1 + κ√

λ1(λ3 − 1)

λ3 − λ1
𝐞̂3

𝐩𝛋 =
1

√λ3 − λ1

(−√1 − λ1𝐞̂1 + κ√λ3 − 1𝐞̂3)

𝑔 = √λ3 − √λ1

𝐑𝛋 = (𝐈 + 𝐝𝛋 ⊗ 𝐩𝛋)𝐔−1

 (2-31) 

で与えられる．ただし|𝐝𝛋| = |𝐩𝛋| = 1.ここで式(2-31)の𝐝𝜿および𝐩𝜿の項に着目すると次式が

成立することがわかる． 

𝐈 + 𝐝+1 ⊗ 𝐩+1 = (−𝐈 + 2𝐞̂1 ⊗ 𝐞̂1)(𝐈 + 𝐝−1 ⊗ 𝐩−1)(−𝐈 + 2𝐞̂1 ⊗ 𝐞̂1)

= (−𝐈 + 2𝐞̂2 ⊗ 𝐞̂2)(𝐈 + 𝐝+1 ⊗ 𝐩+1)(−𝐈 + 2𝐞̂2 ⊗ 𝐞̂2)

= (−𝐈 + 2𝐞̂3 ⊗ 𝐞̂3)(𝐈 + 𝐝−1 ⊗ 𝐩−1)(−𝐈 + 2𝐞̂3 ⊗ 𝐞̂3) 

(2-32) 

𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)から，明らかに𝐑𝜿のうち一つは単位行列である．𝐑+𝟏 = 𝐈として式(2-32)に

代入すると次式が成立する． 

𝐔 = (−𝐈 + 2𝐞̂1 ⊗ 𝐞̂1)𝐑−𝟏𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂1 ⊗ 𝐞̂1)

= (−𝐈 + 2𝐞̂2 ⊗ 𝐞̂2)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂2 ⊗ 𝐞̂2)

= (−𝐈 + 2𝐞̂3 ⊗ 𝐞̂3)𝐑−𝟏𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂3 ⊗ 𝐞̂3) 

(2-33) 

ここで任意の𝑖 = 1,2,3に対して𝐑𝑖
′ ∈ SO(3)を次のように定義する． 

𝐑𝑖
′ = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔−𝟏 (2-34) 

式(2-33)に代入することにより任意の𝐞̂𝑖に対して次式が成立する． 

𝐑𝑖
′ 𝐔 = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖) (2-35) 

𝐌 = 𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔−𝟏が𝐔𝐞̂𝑖を軸とする 180 度回転であることを示す．𝐂の固有ベクトル

が𝐞̂𝑖であることから 

(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔𝐓𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖) = 𝐔𝐓𝐔 

↔ 𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔−𝟏 = 𝐔−𝐓(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔𝐓 
(2-36) 

である．𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔−𝟏と𝐔−𝐓(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔𝐓が転置の関係にあることから𝐌は 180

度回転の行列である．𝐞̂𝑖に垂直な任意のベクトルを𝐞̂𝑖
⊥とする．(𝐔−𝐓𝐞̂𝑖

⊥)を式(2-37)の両辺に

右側から掛けると 

𝐌(𝐔−𝐓𝐞̂𝑖
⊥) = 𝐔−𝐓(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐞̂𝑖

⊥ (2-37) 

である．𝐞̂𝑖と𝐞̂𝑖
⊥の内積は０であるから次式が成立する． 

𝐌(𝐔−𝐓𝐞̂𝑖
⊥) = −𝐔−𝐓𝐞̂𝑖

⊥ (2-38) 

式(2-38)から明らかに𝐌は，𝐔−𝐓による変形後の面𝐞̂𝑖上，すなわち𝐔𝐞̂𝑖上で𝐔−𝐓𝐞̂𝑖
⊥を 180 度回

転させる行列であることがわかる．したがって𝐌は次式で表される． 

𝐌 = 𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔−𝟏 =
(−𝐈 + 2𝐔𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐔𝐞̂𝑖)

|𝐔𝐞̂|2
 (2-39) 

式(2-39)の結果を(2-34)に代入することより，任意の𝐞̂𝑖に対して 
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𝐑𝑖
′ = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)

(−𝐈 + 2𝐔𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐔𝐞̂𝑖)

|𝐔𝐞̂𝑖|2
 (2-40) 

が与えられる．∎ 

 

以上の結果をまとめると，座標変換行列 R が 180 度以外の回転である場合に，次の結果

から式(2-4)の解を求めることができる．  

 

結果 4 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝑔 ∈ ℝ, 𝐝, 𝐩 ∈ ℝ𝟑, 𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)であるとする（ただし𝑔 > 0, |𝐝| =

|𝐩| = 1，𝐝 ≠ 𝐩）．𝐂 ∈ SO(3)の回転角θがθ≠mπ(m∈ℤ)であるとする．このとき𝐐𝐑T𝐔𝐑 −

𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂が解を持つならば𝐂 = 𝐔T𝐔の固有ベクトルの１つが𝐑の回転軸𝐫と直交する．また

(𝐐, 𝐚, 𝐧̂)は𝐑の回転軸𝐫に直交する固有ベクトル𝐞̂𝑗に依存し， (𝐐, 𝐚, 𝐧̂)はそれぞれ 

𝐧̂ = 𝐞̂, 𝐚 = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐑̅𝐑T𝐑𝒋

′ 𝐑 (2-42) 

もしくは 

𝐧̂ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚 = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐑̅𝐑T𝐑𝒋

′ 𝐑 (2-43) 

で与えられる．ただし𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫), 𝐑̅ = (−𝐈 + 2𝐞̂⨂𝐞̂), 𝐑𝑗

′ 𝐔 = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑗 ⊗

𝐞̂𝑗)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑗 ⊗ 𝐞̂𝑗)． 

 

証明 

𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫), 𝐑̅ = (−𝐈 + 2𝐞̂⨂𝐞̂)であるとする．𝐑̅は 180 度の回転行列である

ため，定理 1 より次式を満たす𝐐′ ∈ SO(3),  𝐚′, 𝐧̂′ ∈ ℝ3が存在する． 

𝐐′𝐑̅𝐔𝐑̅ − 𝐔 = 𝐚′ ⊗ 𝐧̂′ (2-44) 

正規直交基底{𝐞̂𝑗 × 𝐫̂, 𝐞̂𝑗 , 𝐫̂, }において𝐑̅は次式で表現される． 

𝐑̅ = (
−cos 𝜃 sin 𝜃 0

sin 𝜃 cos 𝜃 0
0 0 −1

) = (
−1 0 0
0 1 0
0 0 −1

) (
cos 𝜃 − sin 𝜃 0
sin 𝜃 cos 𝜃 0

0 0 1
) (2-45) 

これは𝐑̅ = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑗⨂𝐞̂𝑗)𝐑を満たすことを意味する．式(2-44)に代入して 

𝐐′𝐑̅𝐔𝐑̅ − 𝐔 =  𝐚′ ⊗ 𝐧̂′ ↔ 𝐐′𝐑T(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖⨂𝐞̂𝑖)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖⨂𝐞̂𝑖)𝐑 − 𝐔 =  𝐚′ ⊗ 𝐧̂′ (2-46) 

結果 3 より𝐑𝑖
′ 𝐔 = (−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)𝐔(−𝐈 + 2𝐞̂𝑖 ⊗ 𝐞̂𝑖)を代入して 

𝐐′𝐑̅𝐔𝐑̅ − 𝐔 =   𝐚′ ⊗ 𝐧̂′ ↔ 𝐐′𝐑T𝐑𝑖
′ 𝐔𝐑 − 𝐔 =  𝐚′ ⊗ 𝐧̂′ (2-47) 

式(2-4)と(2-47)を比較すると 

𝐐 = 𝐐′𝐑T𝐑𝑖
′ 𝐑 , 𝐚 = a′, 𝐧 =  𝐧̂′ (2-48) 

であることがわかる．定理 1 より式(2-44)は常に Type I 解と Type II 解を持ち，(𝐐′, 𝐚′, 𝐧̂′)
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はそれぞれ 

𝐧̂′ = 𝐞̂, 𝐚′ = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐′ = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐑̅ (2-49) 

もしくは 

𝐧̂′ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚′ = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐′ = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐑̅ (2-50) 

である．ただし，𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫)である．式(2-48)にそれぞれ代入して， 

𝐧̂ = 𝐞̂, 𝐚 = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐑̅𝐑T𝐑𝒋

′ 𝐑 (2-51) 

もしくは 

𝐧̂ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚 = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐑̅𝐑T𝐑𝒋

′ 𝐑 (2-52) 

が与えられる．∎  

 

式(2-51)および(2-52)はそれぞれ式(2-5)と(2-6)から導出されることから，解をそれぞれ

Type I’解および Type II’解と呼ぶこととする．Type I’解および Type II’解の剛体回転𝐐は 2

つの回転行列の積として次式で表される．  

𝐐1 = (−𝐈 + 2
𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐑̅, 𝐐2 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐑̅ 

  𝐐𝟑 = 𝐑T𝐑𝒋
′ 𝐑 = 𝐑T(−𝐈 + 2𝐞̂𝑗 ⊗ 𝐞̂𝑗)

(−𝐈 + 2𝐔𝐞̂𝑗 ⊗ 𝐔𝐞̂𝑗)

|𝐔𝐞̂|2
𝐑 

𝐐I′ = 𝐐1𝐐3 

𝐐II′ = 𝐐2𝐐3 

(2-53) 

ただし𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫)である． 

 

２―３―２．180 度以外の回転で関連付けられるバリアント間における𝐐の解析解 

式(2-53)における剛体回転𝐐𝑖  (𝑖 = 1,2,3)を𝑔, 𝐝, 𝐩の関数として導出する． 

 

結果 5 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝑔 ∈ ℝ, 𝐝, 𝐩 ∈ ℝ𝟑, 𝐔 = 𝐈 + 𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)であるとする（ただし𝑔 > 0, |𝐝| =

|𝐩| = 1，𝐝 ≠ 𝐩）．𝐑 ∈ SO(3)の回転角θがθ≠mπ(m∈ℤ)であり， 𝐐𝐑T𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂が解

を持つとする．このとき Type I’解および Type II’解の剛体回転𝐐は 2 つの回転行列の積𝐐1𝐐3

および𝐐2𝐐3として表され，これら剛体回転𝐐𝑖  (𝑖 = 1,2,3)の回転角𝜃𝑖および回転軸𝐯𝑖はそれぞ

れ以下で表される． 
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𝜃1 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝐯1 =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 

(2-54) 

𝜃2 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

𝐯2 =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 

(2-55) 

𝜃3 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂𝑗)

2
(1 − (𝐝. 𝐞̂𝑗)

2
)

|𝐔𝐞̂𝑗|
2 ) 

𝐯3 = 𝐑T
𝐝 × 𝐞̂𝑗

|𝐝 × 𝐞̂𝑗|
 

(2-56) 

ただし𝐑の回転軸𝐫に直交する𝐔T𝐔の固有ベクトルを𝐞̂𝑗として𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫)． 

 

証明 

初めに𝐐1および𝐐2の回転角および回転軸について示す．式(2-53)より， 

𝐐1 = (−𝐈 + 2
𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐑̅, 𝐐2 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐑̅ (2-57) 

である．ただし𝐑̅ = (−𝐈 + 2𝐞̂⨂𝐞̂)．式(2-57)を式(2-5)および(2-6)の剛体回転𝐐と比較すると，

全く同じ形で回転角および回転軸を導出できることがわかる．すなわち結果２と同様に，  

𝜃1 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝐯1 =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 

(2-54) 

𝜃2 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

𝐯2 =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 

(2-55) 

である． 

次に𝐐3の回転角及び回転軸について示す．式(2-53)より， 

  𝐐𝟑 = 𝐑T𝐑𝒋
′ 𝐑 = 𝐑T(−𝐈 + 2𝐞̂𝑗 ⊗ 𝐞̂𝑗)

(−𝐈 + 2𝐔𝐞̂𝑗 ⊗ 𝐔𝐞̂𝑗)

|𝐔𝐞̂|2
𝐑 (2-56) 

式(2-56)より，𝐐𝟑は𝐑によって座標変換された𝐑𝒋
′と捉えることができる．これは𝐐𝟑の回転角

は𝐑𝒋
′の回転角と等しいことを意味する．また式(2-6)において𝐞̂ = 𝐞̂𝑗とおくと，𝐑𝒋

′と(2-6)の
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剛体回転𝐐が転置の関係にあることがわかる．それゆえ𝐑𝑖
′の回転角𝜃𝑖

′と回転軸𝐯𝒋
′は式(2-14)

より求めることができる．  

𝜃𝑖
′ = cos−1 (1 −

2𝑔2(𝐩. 𝐞̂𝑗)
2

(1 − (𝐝. 𝐞̂𝑗)
2

)

|𝐔𝐞̂𝑗|
2 ) 

𝐯𝒋
′ =

𝐝 × 𝐞̂𝑗

|𝐝 × 𝐞̂𝑗|
 

(2-57) 

𝐐𝟑は𝐑によって座標変換された𝐑𝒋
′であるので，その回転軸𝐯3も𝐑𝒋

′の回転軸𝐯𝒋
′と座標変換の対

応関係を持つ．すなわち， 

𝐯3 = 𝐑T𝐯𝒋
′ (2-58) 

以上をまとめると，𝐐3の回転角𝜃3及び回転軸𝐯3はそれぞれ 

𝜃3 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂𝑗)

2
(1 − (𝐝. 𝐞̂𝑗)

2
)

|𝐔𝐞̂𝑗|
2 ) 

𝐯3 = 𝐑T
𝐝 × 𝐞̂𝑗

|𝐝 × 𝐞̂𝑗|
 

(2-59) 

で与えられる．∎ 
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２―４．考察 

 座 標 変 換 行 列 𝐑 が 180 度 の 回 転 で あ る な ら ば ， 𝐐𝐑𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ を 満 た す 𝐐 ∈

SO(3),  𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ3が存在し，(𝐐, 𝐚, 𝐧̂)として特定の解が与えられることは Mallard’s law によっ

てすでに示されている．以下では Mallard’s law の必要十分性について議論する． 

 

結果 6 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝐑 ∈ SO(3) で あ る と す る ． こ の と き 𝐐𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ を 満 た す 𝐐 ∈

SO(3),  𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ3が存在し，𝐐はそれぞれ 

𝐐 = (−𝐈 + 2
𝐔−𝐓𝐧̂ ⊗ 𝐔−𝐓𝐧̂

|𝐔−𝐓𝐧̂|𝟐
) (2-60) 

もしくは 

𝐐 = (−𝐈 + 2
𝐚 ⊗ 𝐚

|𝐚|𝟐
) (2-61) 

で与えられるとする．このとき，𝐑は 180 度の回転行列である． 

 

証明 

Ericksen によって次の定理が証明されている． 

 

定理 3 (Ericksen’s Criterion) [117, 118] 

𝐔 ∈ ℝ3x3, det 𝐔 > 0, 𝐑 ∈ SO(3)であるとする．𝐐𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂を満たす𝐐 ∈ SO(3),  𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ3

が存在するならば 

𝐐𝐔𝐑 = 𝐐̃𝐔𝐑̃ = 𝐔 + 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (2-62) 

を満たす２つの 180 度回転𝐐̃, 𝐑̃ ∈ SO(3)が必ず存在する． 

 

定理１および定理 3 より，𝐑̃は 180 度回転であるので 

𝐐̃ = (−𝐈 + 2
𝐔−𝐓𝐧̂ ⊗ 𝐔−𝐓𝐧̂

|𝐔−𝐓𝐧̂|𝟐
) (2-63) 

もしくは 

𝐐̃ = (−𝐈 + 2
𝐚 ⊗ 𝐚

|𝐚|𝟐
) (2-64) 

で与えられる𝐐̃が存在する．すなわち，𝐐 = 𝐐̃を満たす𝐐̃が必ず存在する．以上より𝐐𝐔𝐑 =

𝐐̃𝐔𝐑̃および 𝐐 = 𝐐̃を満たす𝐐̃, 𝐑̃ ∈ SO(3)が必ず存在し，どの場合においても𝐑 = 𝐑̃を満たす𝐑̃

が必ず存在する．したがって，𝐑は 180 度の回転行列である．∎ 

 

 鉄合金α’マルテンサイト変態では単一の旧オーステナイト粒から 24 種の晶癖面バリア

ントが生成される．格子不変変形は合金ごとに異なり，変形勾配行列の個々の成分は合金に
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依存する．しかし，バリアント間の関係は常に母相の対称性によって決まる．表 2-1 は K-

S バリアントの V1 と他の晶癖面バリアントを関連付ける座標変換行列𝐑をまとめている．

180 度回転で関連づけられるバリアントペアは V1/2, 4,6,7,8,16,17,21,24 の 9 種であり，こ

れらのペアはマルテンサイトの変形勾配行列𝐔に依存せず必ず式(2-3)の解を持つ．180 度以

外の回転で関連付けられるペアは 14 種あるが，これらのペアが式(2-3)において解を持つ

ためには𝐔T𝐔の固有ベクトルと𝐑の回転軸が直交する特殊な条件を満たさなければならな

い． 

𝐔T𝐔の固有値λ𝑖に対応する固有ベクトル𝐞̂𝑖は形状変形方向𝐝および晶癖面法線𝐩と以下の

関係式を満たす． 

𝐞̂1 =
(𝐝 − √𝜆1𝐩)

|𝐝 − √𝜆1𝐩|
 

𝐞̂2 =
𝐝 × 𝐩

|𝐝 × 𝐩|
 

𝐞̂3 =
(𝐝 + √𝜆3𝐩)

|𝐝 + √𝜆3𝐩|
 

(2-60) 

式(2-60)から固有ベクトル𝐞̂1と𝐞̂3は固有値𝜆3と𝜆1に依存する．ここで固有値𝜆3と𝜆1は𝐝およ

び𝐩と以下の関係式を満たす． 

√𝜆3𝜆1 = 1 + (√𝜆3 − √𝜆1)(𝐝. 𝐩) (2-61) 

ここで(√𝜆3 − √𝜆1)は形状ひずみ𝑔の大きさに相当し，それゆえ固有値𝜆3と𝜆1は𝑔に依存して

一意に決まる．以上より，固有ベクトル𝐞̂𝑖は𝑔, 𝐝, 𝐩から一意に定まる． 

 過去に{225}𝛾マルテンサイトで報告されている形状ひずみ𝑔，形状変形方向𝐝，晶癖面法

線𝐩の測定値[84, 85]を用いてバタフライマルテンサイト組織における固有ベクトルを求めた．

解析結果を図 2-1 に示す．表 2-1 より 180 度以外の座標変換行列𝐂の回転軸が〈001〉𝛾および

〈111〉𝛾であることから〈001〉𝛾および〈111〉𝛾の大円が実線で描かれている．いずれの固有ベク

トルも{001}𝛾および{111}𝛾の大円上に位置しないことから，バタフライマルテンサイト組織

において 180 度以外の回転で関連付けられるペアは幾何学的適合条件の解を持たないと考

えられる． 

 ラスマルテンサイトでは，ラスのサイズが小さいために形状変形方向の精密な測定が困

難であることが知られており[87]，バタフライマルテンサイトと同様の手順で固有ベクトル

を求めることができない．ここでは式(2-60)において𝐞̂2が形状変形方向𝐝および晶癖面法線

𝐩の外積方向と一致することに着目する．これはマルテンサイト晶形成時に隣接するオース

テナイト母相に導入される結晶回転の軸と一致すると考えられている[90]．宮本ら[90]は Fe-

20Ni-5Mn 合金を用いてラスマルテンサイト形成時に隣接する母相に導入された結晶回転

の軸を電子後方散乱回折（EBSD）によって測定し，PTMC によって求められた理論的な結

晶回転軸と一致したことを報告している．図 2-2 に結晶回転軸における理論と実験の比較

を示す．図中，PTMC(DS-K)と記載された四角のプロットが Kelly の格子不変変形モデル
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から予測された理論的な結晶回転軸である．Lath-a と記載された実験的な結晶回転軸とよ

く一致していることがわかる．そこで Kelly の格子不変変形モデルから予測された𝐝および

𝐩を用いて，ラスマルテンサイトの固有ベクトルを求める．鉄合金マルテンサイトで実験的

に測定されている形状ひずみはおよそ 0.2~0.3 であることから[84, 85, 87]，この範囲でラスマ

ルテンサイトの固有ベクトルがどのように変化するか調べた．図 2-3 に解析結果を示す．

180 度以外の回転で関連付けられるペアの𝐑の回転軸は{001}𝛾および{111}𝛾であることから

{001}𝛾および{111}𝛾の大円が実線で描かれている．いずれの固有ベクトルも{001}𝛾および

{111}𝛾の大円上に位置しておらず，それゆえラスマルテンサイトにおいても 180 度以外の

回転で関連付けられるペアは幾何学的適合条件の解を持たないと考えられる． 
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表 2-1 バリアントの形状変形方向 d，晶癖面法線 p，V1 との座標変換行列𝐂 

Varia

nt 

Shape-change 

direction d 

Habit plane 

p 

𝐂 

𝜃°, [ℎ, 𝑘, 𝑙]𝛾 

V1 [𝑑1, 𝑑2, 𝑑3] (𝑝1, 𝑝2, 𝑝3) - 

V2 [−𝑑3, −𝑑2, −𝑑1] (−𝑝3, −𝑝2, −𝑝1) 180°, [1̅01]𝛾 

V3 [𝑑2, 𝑑3, 𝑑1] (𝑝2, 𝑝3, 𝑝1) 120°, [111]𝛾 

V4 [−𝑑2, −𝑑1, −𝑑3] (−𝑝2, −𝑝1, −𝑝3) 180°, [1̅10]𝛾 

V5 [𝑑3, 𝑑1, 𝑑2] (𝑝3, 𝑝1, 𝑝2) 120°, [1̅1̅1̅]𝛾 

V6 [−𝑑1, −𝑑3, −𝑑2] (−𝑝1, −𝑝3, −𝑝2) 180°, [01̅1]𝛾 

V7 [𝑑3, −𝑑2, 𝑑1] (𝑝3, −𝑝2, 𝑝1) 180°, [101]𝛾 

V8 [−𝑑1, 𝑑2, −𝑑3] (−𝑝1, 𝑝2, −𝑝3) 180°, [010]𝛾 

V9 [𝑑1, −𝑑3, 𝑑2] (𝑝1, −𝑝3, 𝑝2) 90°, [1̅00]𝛾 

V10 [−𝑑3, 𝑑1, −𝑑2] (−𝑝3, 𝑝1, −𝑝2) 120°, [111̅]𝛾 

V11 [𝑑2, −𝑑1, 𝑑3] (𝑝2, −𝑝1, 𝑝3) 90°, [001]𝛾 

V12 [−𝑑2, 𝑑3, −𝑑1] (−𝑝2, 𝑝3, −𝑝1) 120°, [11̅1̅]𝛾 

V13 [−𝑑2, 𝑑1, 𝑑3] (−𝑝2, 𝑝1, 𝑝3) 90°, [001̅]𝛾 

V14 [𝑑2, −𝑑3, −𝑑1] (𝑝2, −𝑝3, −𝑝1) 120°, [1̅1̅1]𝛾 

V15 [−𝑑3, 𝑑2, 𝑑1] (−𝑝3, 𝑝2, 𝑝1) 90°, [010]𝛾 

V16 [𝑑1, −𝑑2, −𝑑3] (𝑝1, −𝑝2, −𝑝3) 180°, [100]𝛾 

V17 [−𝑑1, 𝑑3, 𝑑2] (−𝑝1, 𝑝3, 𝑝2) 180°, [011]𝛾 

V18 [𝑑3, −𝑑1, −𝑑2] (𝑝3, −𝑝1, −𝑝2) 120°, [11̅1]𝛾 

V19 [𝑑1, 𝑑3, −𝑑2] (𝑝1, 𝑝3, −𝑝2) 90°, [100]𝛾 

V20 [−𝑑3, −𝑑1, 𝑑2] (−𝑝3, −𝑝1, 𝑝2) 120°, [1̅11]𝛾 

V21 [𝑑2, 𝑑1, −𝑑3] (𝑝2, 𝑝1, −𝑝3) 180°, [110]𝛾 

V22 [−𝑑2, −𝑑3, 𝑑1] (−𝑝2, −𝑝3, 𝑝1) 120°, [1̅11̅]𝛾 

V23 [𝑑3, 𝑑2, −𝑑1] (𝑝3, 𝑝2, −𝑝1) 90°, [01̅0]𝛾 

V24 [−𝑑1, −𝑑2, 𝑑3] (−𝑝1, − 𝑝2, 𝑝3) 180°, [001]𝛾 
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図 2-1 {225}𝛾マルテンサイトで報告されている形状ひずみ𝑔，形状変形方向𝐝，晶癖面法線

𝐩の測定値[84, 85]から求められた，バタフライマルテンサイトにおける𝐔T𝐔の固有ベクトル．

𝐔T𝐔の固有値λ1 ≤ λ2 ≤ λ3に対応する固有ベクトル𝐞̂1, 𝐞̂2, 𝐞̂3はそれぞれ赤，緑，青でプロット

されている． 

図 2-2 Fe-20Ni-5Mn 合金におけるラスマルテンサイトに隣接するオーステナイトに導入さ

れた結晶回転軸と PTMC によって予測された理論的な結晶回転軸の比較[90]． 
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図 2-3  形状ひずみの変化に伴うラスマルテンサイトにおける𝐔T𝐔の固有ベクトルの変化．

𝐔T𝐔の固有値λ1 ≤ λ2 ≤ λ3に対応する固有ベクトル𝐞̂1, 𝐞̂2, 𝐞̂3はそれぞれ赤，緑，青でプロット

されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 

 

２－５．結論 

 鉄合金α‘マルテンサイトの幾何学的不適合性θについて包括的な理解を得るために，マ

ルテンサイトプレートの晶癖面が不変面であるとしてバリアントの変形勾配を𝐔 = 𝐈 +

𝑔(𝐝 ⊗ 𝐩)の形式で表し，晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件における剛体回転𝐐の解析

解を導出した．これにより，以下の結果が得られた． 

 

(1)  

二つのバリアントを関連付ける座標変換行列𝐂が 180 度回転である場合，𝐐𝐑𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗

𝐧̂は一般に二つの解を持ち，Type I 解の回転角𝜃Iおよび回転軸𝐯I，Type II 解の回転角𝜃II回転

軸𝐯IIはそれぞれ 

𝜃I = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝐯I =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 

(2-13) 

もしくは 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

𝐯II =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 

(2-14) 

で与えられる．式(2-13)より，𝐝と𝐞̂が垂直，または𝐩と𝐞̂が平行の場合に限り𝜃I = 0である．

同様に式(2-14)より，𝐝と𝐞̂が平行，または𝐩と𝐞̂が垂直の場合に限り𝜃II = 0である． 

 

(2)  

座標変換行列𝐂が 180 度以外の回転である場合，𝐝 ≠ 𝐩の不変面変形を伴うバリアント同士

において𝐐𝐑T𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂が解を持つならば剛体回転𝐐は 2 つの回転行列の積𝐐I′ = 𝐐1𝐐3

または𝐐II′ = 𝐐2𝐐3として表される．これら𝐐𝑖の回転角𝜃𝑖および回転軸𝐯𝑖は以下で表される． 

 

𝜃1 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝐯1 =
𝐩 × 𝐞̂

|𝐩 × 𝐞̂|
 

(2-54) 

𝜃2 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

𝐯2 =
𝐝 × 𝐞̂

|𝐝 × 𝐞̂|
 

(2-55) 
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𝜃3 = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂𝑗)

2
(1 − (𝐝. 𝐞̂𝑗)

2
)

|𝐔𝐞̂𝑗|
2 ) 

𝐯3 = 𝐑T
𝐝 × 𝐞̂𝑗

|𝐝 × 𝐞̂𝑗|
 

(2-56) 

ただし𝐑の回転軸𝐫に直交する𝐔T𝐔の固有ベクトルを𝐞̂𝑗として𝐞̂ = ± cos
𝜃

2
𝐞̂𝑗 ± sin

𝜃

2
(𝐞̂𝑗 × 𝐫)． 

 

(3) 

180 度以外の回転で関連付けられるペアは 14 種あるが，これらのペアの座標変換行列𝐑の

回転軸は，バタフライおよびラスマルテンサイト組織における𝐔T𝐔の固有ベクトルといずれ

も直交せず，それゆえ幾何学的適合条件において解を持つことはない． 
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第３章 バタフライマルテンサイト組織におけるバリアント結合則と幾何学的適

合条件 

３－１．緒言 

 本章の目的は，バタフライマルテンサイト組織のバリアント結合頻度および結合状態を

解析し，バタフライマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにす

ることである． 

 鉄合金α’マルテンサイトのうちバタフライマルテンサイトは 2 つの晶癖面バリアントが

結合した形態に対する名称である．梅本ら[44, 79]はバタフライマルテンサイトの詳細な観察

を行い，晶癖面方位が{225}𝛾近傍の方位であること，および(100)𝛾面を結合面として(252)𝛾

晶癖面バリアントと(2̅52)𝛾晶癖面バリアントが結合することでバタフライ形態が構成され

ることを明らかにした．バタフライ形態はK-Sバリアント番号ではV1/16 ペアが対応する．

以降ではバタフライ形態とマルテンサイト組織を区別するため， (100)𝛾面を結合面とする

V1/16 ペアをバタフライ結合，V1/16 ペアの発生頻度が特に高いマルテンサイト組織をバ

タフライマルテンサイト組織と呼ぶこととする．レンズ・薄板状マルテンサイトにおいても

V1/16 ペアの結合面は(100)𝛾であり，バタフライ結合が高頻度に形成している． 

 鉄合金α’マルテンサイトのバリアントの隣接傾向は自己緩和の観点から理解されてきた．

しかし，バタフライマルテンサイト組織で高頻出な V1/16 ペアは自己緩和において形成に

有利なペアではないと考えられている．梅本ら[79]は Fe-18Ni-1Cr-0.5C 合金における透過型

電子顕微鏡観察の結果，バタフライを形成するペアは同一 Bain グループに属する晶癖面

バリアントであったことを報告している．同一 Bain グループ同士のペアは同じ Bain ひず

みを有するため変態ひずみの緩和に不利なペアである．また梅本ら[44]は(252)γ晶癖面バリ

アントと(2̅52)γ晶癖面バリアントの形状ひずみ方向は互いに[011̅]𝛾に近く[84, 85]，それゆえ

自己緩和による形成は生じないと指摘している． 

 篠原ら[45]は Fe-Ni-C 合金のレンズマルテンサイト組織のバリアント結合頻度および結合

状態を解析し，レンズマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかに

した．レンズマルテンサイトでは V1/6，V1/16，V1/17 ペアが高頻度に形成されており，

その結合面は幾何学的適合条件から予測される結合面と一致した．また V1/6，V1/16，

V1/17 ペアの𝐐の大きさ（回転角θ）はそれぞれ 0.55°，4.95°，0.01°であり，これら 3 つは

最も𝐐が小さい結合であり，確かに𝐐の小さな結合が支配的に発生していることを明らかに

した．この結果は，バタフライマルテンサイト組織においても，バリアント間の幾何学的適

合条件がバリアント結合則に影響を与える可能性を示唆している．しかしながら，これまで

バタフライマルテンサイト組織のバリアント結合則と幾何学的適合条件の関係に関する研

究は全く行われていない． 

 以上を踏まえ，本章では，バタフライマルテンサイト組織の形成が多く報告されている[43, 
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44, 79] Fe-18Ni-0.7Cr-0.5C 合金を用いてバタフライマルテンサイト組織のバリアント結合頻

度および結合状態を解析し，バタフライマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件

の関係を明らかにする． 

 

 

 

３－２．実験方法 

３－２－１．試料作製方法 

 本研究では，バタフライマルテンサイト組織の形成が多く報告されている Fe-18Ni-

0.7Cr-0.5C (wt)%合金を使用した．真空溶解で溶製後，50mm 厚まで 1173K 以上で熱間鍛

造し，1473K, 50hr の均質化処理後，熱間圧延を施した供試材を使用した（日本製鉄株式会

社製）．供試材のサイズは 5×10×85mm の棒状である．圧延歪みを除去するために供試材

の酸化層を研磨で取り除き，Ar 雰囲気，1273K，1hr の再熱処理後，常温水または 263K の

氷塩水を用いて急冷を行った．その後，放電加工機を用いて供試材を 2×10×10mm の大き

さに切断した．梅本らの報告[44]に従いマルテンサイト変態開始温度𝑀𝑠が 263K であるとし

て氷冷材を𝑀𝑠点直下温度の変態初期組織として扱うこととした，また水冷材を液体窒素と

エタノールの混合液を使用して 233K にてサブゼロ処理(1min)を行うことで変態後期の組

織を得た．  

 

３－２－２．X 線回折測定 

 試料の相同定と格子定数を得るために，θ-2θ法による X 線回折（X-Ray Diffraction : 

XRD）測定を行った．試料表面を平坦かつ鏡面にするために機械研磨と電解研磨を行った．

表面マルテンサイトを観察から除外するために，サブゼロ材の中心部から 8×10×2mm の

板状試料を切り出した．試料表面はエメリー紙（#400, 800, 1200, 2000）で湿式研磨を施し

た後，アルミナ研磨剤（砥粒度３µm，0.1µm）およびコロイダルシリカを用いてバフ研磨を

行った．その際，砥粒度が大きいものから研磨を行い，研磨痕に対して垂直に砥粒が作用す

るように工夫した．機械研磨による加工層を除去するために，電解液（HClO4 : CH3COOH 

= 1 : 9），電圧 20V，液温 273K~283K，加工時間 2min の条件で電解研磨を行った．XRD 測

定装置は Rigaku 製 SmartLab SE を用いた．測定条件は，X 線源：CuKα線，測定温度：室

温，測定範囲：30°＜2θ<120°とした．Si を使用した外部標準試料法による系統誤差の補

正を行った． 

 

３－２－３．電子後方散乱回折測定 

 結晶方位測定および組織形態観察を目的として，電子後方散乱回折（Electron Back-

Scattered Diffraction : EBSD）測定を行った．試料表面を平坦かつ鏡面にするために機械研

磨と電解研磨を行った．表面マルテンサイトを観察から除外するために，サブゼロ材の試料
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中心部から 8×10×2mm の板状試料を切り出した．試料表面はエメリー紙（#400, 800, 1200, 

2000）で湿式研磨を施した後，アルミナ研磨剤（砥粒度３µm，0.1µm）およびコロイダル

シリカを用いてバフ研磨を行った．その際，砥粒度が大きいものから研磨を行い，研磨痕に

対して垂直に砥粒が作用するように工夫した．機械研磨による加工層を除去するために，電

解液（HClO4 : CH3COOH = 1 : 9），電圧 20V，液温 273K~283K，加工時間 2min の条件で

電解研磨を行った．測定装置は電界放出形走査型電子顕微鏡（Field-Emission gun-type 

Scanning Electron Microscope : FE-SEM，SU5000，Hitachi 製）を用いた．検出器には TSL 

OIM DVC5 を用いた．測定条件として加速電圧：15kV，スポット強度：70，Working 

Distance：15mm，測定点間隔：0.30~0.50µm の条件で行った． 

 

３－２－４．反射電子像観察 

 観察した組織と理論計算で求めた結晶学的特徴を比較するために，反射電子像（Back-

Scattered Electron : BSE）観察を行った．FE-SEM 付属の BSE 検出器を使用した．測定条

件として加速電圧：15kV，スポット強度：40，Working Distance：5mm の条件で行った． 

 

３－２－５．バリアント同定 

 EBSD 測定によって得られた方位データを用いて各測定点におけるバリアントの同定を

行った．以下にその手順を示す． 

EBSD 測定データは試料座標系と結晶座標系間のオイラー角で表現される．オイラー角

とは２つの異なる直交座標を完全に一致させるために必要な３つの回転角のことであり，

本研究でのオイラー角の表現は Bunge の定義に従うものとする．測定したオイラー角を

(𝜙1, Φ, 𝜙2)とすると，試料座標系と測定点の結晶座標系間の関係は以下の式で表される． 

𝐑𝜙1
= (

cos 𝜙1 sin 𝜙1 0
− sin 𝜙1 cos 𝜙1 0

0 0 1
) (3-1) 

𝐑Φ = (
1 0 0
0 cos Φ sin Φ
0 − sin Φ cos Φ

) (3-2) 

𝐑𝜙2
= (

cos 𝜙2 sin 𝜙2 0
− sin 𝜙2 cos 𝜙2 0

0 0 1

) (3-3) 

𝐑𝑿→𝒙 = 𝐑𝜙2
𝐑Φ𝐑𝜙1

 (3-4) 

𝒙 = 𝐑𝑿→𝒙𝑿 (3-5) 

ここで，𝒙は結晶座標系でのベクトル，𝑿は試料座標系でのベクトルである．𝐐は試料座標系

と結晶座標系を結びつける回転行列，すなわち結晶方位を示す回転行列である．この式を用

いて母相座標およびマルテンサイト相座標と試料座標のベクトルはそれぞれ以下のように

表される． 

𝒙γ = 𝐐X→γ𝑿 (3-6) 

𝒙𝜶′ = 𝐐X→α′𝑿 (3-7) 
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ここで，𝒙γは母相座標系でのベクトル，𝒙α′はマルテンサイト相座標系でのベクトル，𝐐γ, 𝐐α′

は各相の結晶方位を示す回転行列である．２つの式より，母相座標とマルテンサイト相座標

間の方位関係はそれぞれ以下の式で表される． 

𝒙γ = 𝐐γ(𝐐𝜶′)−1 𝒙𝜶′ (3-8) 

𝐐γ/𝜶′ = 𝐐γ(𝐐𝜶′)−1  (3-9) 

本研究で扱うサブゼロ処理組織は母相とマルテンサイト相が共存しているため，直接，結晶

方位を測定することができる．測定した母相とマルテンサイト相のオイラー角を入力する

ことによって母相とマルテンサイト相の実験的な結晶方位関係𝐐γ/𝜶′を導くことができる．

母相のオイラー角を一意に定め，着目するマルテンサイト相のオイラー角を抽出，式(3-9)

から得られた回転行列と各バリアントの方位関係を示す回転行列を比較することによって

バリアントを同定できる．本研究では K-S の方位関係を用いて各バリアントを同定した．

K-S バリアントの通し番号は森戸ら[49]が提唱した表記に従う． 

 

３－２－６．一面トレースと最小二乗法による面方位の解析 

 幾何学的適合条件の観点に基づいた解析を進める前に，実際に観察された個々のマルテ

ンサイト晶の結晶学的特徴が理論計算から予測される結果と一致しているか検証する必要

がある．本研究では晶癖面やバリアント結合界面からトレース方向を抽出し，全てのバリア

ントが V1 になるように母相方位を対称変換することで実験的な面方位を決定した．以下に

解析方法を示す． 

面トレース方向の抽出方法として，図 3-1 に示すように抽出したい界面の最近接ピクセ

ルを界面⑴として抽出した．界面⑴では入り組んだ形状をした界面が多数観察されたので，

図 3-2 に示すように界面⑴を楕円と見立てた時のアスペクト比（長軸と短軸の比）が 5 倍

以上である結晶粒界を界面⑵として抽出し，界面⑵の長軸方向をトレース方向とした．  

得られたトレース方向に垂直に引かれた大円（トレース・ノーマル）上のどこかに界面の

極が存在する．一つのステレオ上に多数のトレース・ノーマルを引くことによりトレース・

ノーマルが収束する１つの極が求めたい面の極を示す．今 n 個のデータのうち𝑖番目のトレ

ース・ノーマルの極を𝑻𝑖，求めたい面の極を𝒑̅とする．ここで𝑻𝑖と𝒑̅ 間のずれ角𝛿𝑖は次のよ

うに表される． 

𝛿𝑖 = arccos(𝑻𝑖 ∙ 𝒑̅) −
𝜋

2
 (3-10) 

ここで𝑻𝑖 ∙ 𝒑̅はベクトル𝑻𝑖と𝒑̅の内積を表す．最小二乗法の原理に従い，𝛿𝑖の二乗の和が最小

となる𝒑̅を実験的な面方位として求めた．上記の手法は岡本ら[5]によって提案された One-

Surface Trace 解析手法に相当する． 
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図 3-1 抽出される界面の最近接ピクセル 

 

 

 

図 3-2 界面を楕円と見立てた時の長軸(Major Axis)と短軸(Minor Axis) 
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３－２－７．バリアント結合頻度の解析 

 バリアント結合の発生頻度を，異なるバリアント粒同士が隣接する頻度を数え上げるこ

とによって評価した．数え上げは OIM Analysis の Grain File 機能と自作のプログラムを併

用して行った．以下，解析方法を示す． 

 まず隣接する同じバリアント方位を有する測定点をグループ化して一つのバリアント粒

を定義する．OIM Analysis の Grain File 機能を利用して，各バリアント粒に Grain ID を割

り当て，同時に隣接する別バリアント粒の Grain ID を紐づける．各バリアント粒と隣接す

るバリアント粒を数え上げることで発生頻度の解析を行った．検出されたバリアントペア

(Vi/Vj)は，結晶学的に等価な V1/Vk ペアに変換することで集計した（i,k,j=1~24）． 

 

 

 

３－３．実験結果 

３－３－１．XRD 測定結果 

 図 3-3 に本実験で用いた試料の XRD 測定の結果を示す．解析の結果，オーステナイト相

とマルテンサイト相が共存していることを確認した．XRD プロファイルから決定したオー

ステナイトの格子定数は𝑎𝛾 = 0.35914 ± 0.000053nmであった．また，マルテンサイトが bct

構 造 で あ る と 仮 定 し た 時 の 格 子 定 数 は 𝑎 = 0.287146 ± 0.00300nm, 𝑐 = 0.287691 ±

0.003153nm, c/a = 1.001898 ± 0.000909であった．一般に炭素量が 0.6(wt%)以上から正方

晶性を示し，c/a 比は最小でおよそ 2%を示すことが知られている[1]．本合金は炭素量が

0.6(wt%)以下であり，c/a 比は 0.2%以下であることから bcc 構造として扱った．マルテン

サイトが bcc 構造であると仮定した時の格子定数は𝑎 = 𝑐 = 0.28717 ± 0.000207であった．

これらの格子定数を理論解析に用いた． 

図 3-3 XRD 測定結果 
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３－３－２．組織観察結果 

 図 3-4(a)は 233K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中

のバリアントマップを示している．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号と

バリアントカラーの対応を示している．残留オーステナイトはマップ内でグレーの領域に

対応している．図 3-4 (b)では実験で決定した{001}𝛼′極点図と残留オーステナイトから計算

された K-S OR の{001}𝛼′極が比較されており，両者はよい一致を示している．よって，各

バリアントは K-S OR を保持しているとみなし．各 K-S OR から 7°以内を同一バリアント

と定義してバリアントマップを作成した．バリアント同定によって単一γ粒内で 24 種全て

のバリアントを確認した．検出したバリアント粒の総数は 2413 個だった．各相の面積分率

は𝛼′相：49%，γ相：51%だった．図 3-4(c)は一面トレース解析で決定された晶癖面方位を

プロットしたステレオ投影図である．実験的な晶癖面方位と(252)𝛾面方位間の偏差角Δφ を

評価した結果，Δφ=5.7°であった．この結果は，本研究で観察されたマルテンサイト組織の

晶癖面方位がこれまで報告されてきたバタフライマルテンサイトの晶癖面方位として報告

されていた{225}𝛾と良好に一致したことを示している．図 3-4(a)のバリアントマップでは，

図中矢印で示すようにバタフライに特徴的な V 字型のバリアント結合が頻出している．こ

れらはいずれもバタフライ結合と結晶学に等価な V1/16 ペアであった． 

図 3-5 に典型的なバタフライ結合の BSE-SEM 像とその模式図を示す．(b)の図中に記載

されている格子面方位は旧γ結晶方位から計算された面トレースを示している．(252)𝛾面，

(100)𝛾面トレースはそれぞれ，晶癖面，内部双晶面とよく一致した．これらの結果は梅本ら

が報告したバタフライ結合と形態学および結晶学的に一致する．またプレート中心部に見

られる面欠陥のトレースは(112)𝛼′面と一致した．バタフライ結合ではミドリブに(112)𝛼′内

部双晶が観察されることから[1-3,6]，本合金においても(112)𝛼′内部双晶が形成されたと考え

られる． 

 図 3-6(a)は 263K でサブゼロした試料において図 3-4(a)と同様に取得された単一γ粒

中のバリアントマップを示している．図 3-6(b)および(c)では，図 3-4 と同様に，実験で決

定した{001}𝛼′極点図と残留オーステナイトから計算された K-S OR の{001}𝛼′極の比較，一

面トレース解析で決定された晶癖面方位をプロットしたステレオ投影図を示している．バ

リアント同定によって単一γ粒内で 24 種全てのバリアントが確認された．検出されたバリ

アント粒の総数は 1387 個だった．各相の面積分率は𝛼′相：24%，γ相：76%だった．一面

ト レ ー ス 解 析 に よ っ て 263K で サ ブ ゼ ロ し た 試 料 の 実 験 的 な 晶 癖 面 方 位 が

{0.3923, 0.8394, 0.3762}𝛾であると決定された．各バリアントと母相γとの OR を V1/γの

OR を示す回転行列に変換し，その平均方位を求めた．平均方位のオイラー角は(𝜙1, Φ, 𝜙2) =

(121.6°, 9.1°, 195.1°)，平均方位からの Orientation Spread が 1.3°と決定された．これらの実

験的なデータは PTMC によって計算された晶癖面方位および V1/γの OR と比較される． 

 図 3-7 に各サブゼロ温度におけるバリアント結合頻度の解析結果を示す．解析では複数

のγ母相粒においてバリアントマップを作成し，バリアント結合の数え上げを行った．解析
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されたバリアント結合の総数は 263K と 233K に対してそれぞれ 2572 個と 4836 個であっ

た．すべての結合はV1/𝑖 ペアに変換されている．V1/2 ペアおよび V1/16 ペアは変態初期

から後期にわたって高頻度で発生しており，両方のペアはそれぞれ全結合の約 20%を占め

た．ここで V1/2 ペアはラスマルテンサイトにおいて高頻度に発生するバリアントペアであ

る．  

 

図 3-4  

(a)233K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中のα’-マル

テンサイトのバリアントマップ．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号とカ

ラーの対応を示している．グレーの領域は残留γに対応している． 

(b) (a)領域から得られた{001}𝛼′極点図(black)と残留オーステナイトから計算された K-S 

OR の{001}𝛼′極(red)の比較． 

(c) 実験的な晶癖面のトレース解析結果．一面トレース解析によって決定された平均晶癖面

方位（黄色）と(575)𝛾面方位（白）がプロットされている．Δφ は実験的な晶癖面方位と

(252)𝛾面方位の偏差角を示す． 
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図 3-5 (a)典型的なバタフライ結合の BSE-SEM 画像と(b) その概略図 

 

図 3-6  

(a)263K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中のα’-マル

テンサイトのバリアントマップ．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号とカ

ラーの対応を示している．グレーの領域は残留γに対応している． 

(b) (a)領域から得られた{001}𝛼′極点図(black)と残留オーステナイトから計算された K-S 

OR の{001}𝛼′極(red)の比較． 

(c) 実験的な晶癖面のトレース解析結果．一面トレース解析によって決定された平均晶癖面

方位（黄色）と(575)𝛾面方位（白）がプロットされている．Δφ は実験的な晶癖面方位と

(252)𝛾面方位の偏差角を示す． 
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図 3-7 各サブゼロ温度におけるバリアント結合頻度の解析結果 

 

３－３－３．晶癖面バリアントの変形勾配 

{225}𝛾晶癖面方位と K-S OR を再現する変形勾配行列を評価するために， Ross and 

Crocker[30]によって提唱された 2 種の格子不変変形を仮定した PTMC モデルによって変形

勾配行列を求めた．晶癖面バリアントの変形勾配行列は以下の式で表される． 

𝐔 = 𝐉𝐁𝐏2𝐏1 (3-11) 

ここで𝐉は晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転，𝐁は Bain ひずみ，𝐏1, 𝐏2は格子不

変変形であり，そのすべり系は𝐏1: (1̅12)[11̅1]𝛼′(= (011)[01̅1]𝛾)および𝐏2: (112)[1̅1̅1]𝛼′(=

(101)[1̅01]𝛾)である．晶癖面が不変面条件を満たすことが可能な 𝐏1のせん断量𝑔
1
の範囲を，

最小値𝑔
1

= 0から最大値𝑔
1

= 0.0855であるとした．状変形方向および晶癖面方位の𝑔
1
依存

性を図 3-8 に示す．赤の丸およびひし形のプロットはそれぞれ𝑔
1

= 0および𝑔
1

= 0.0855に

対応する．晶癖面方位は𝑔
1
の増大に伴い(295)𝛾から(252)𝛾近傍の方位へ遷移した．一方，形

状変形方向は𝑔
1
の増大に伴い[14̅3]𝛾から[23̅2]𝛾近傍の方位へ遷移した． 

 PTMC によって計算された晶癖面方位および V1/γの OR を，実験で決定された晶癖面

方位および V1/γの OR と比較した．図 3-9 は𝑔
1
の値に対して理論と実験の晶癖面方位間

の偏差角と V1/γの OR 間の Misorientation 角度がそれぞれ左右の軸に対応してプロット

されている．𝑔
1
の値が 0.0853 近傍でどちらも最小値を示している．したがって，バタフラ

イマルテンサイトの変形勾配を最もよく再現できる first shear の大きさが𝑔1 = 0.0853であ

るとして，解析を行った．表 3-1 に計算に用いたパラメータを示す．  
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図 3-8 (a)形状変形方向の𝑔1依存性 (b)晶癖面方位の𝑔1依存性． 

赤の丸およびひし形のプロットはそれぞれ𝑔1 = 0および𝑔1 = 0.0855に対応する． 

 

図 3-9 晶癖面方位および V1/γＯＲに関する理論と実験の比較． 

𝑔1の値に対して，晶癖面方位間の偏差角が左軸に対して白色， 

V1/γのＯＲ間の Misorientation 角度が右軸に対して黒色でプロットされている． 
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表 3-1 Ross anc Crocker の格子不変変形モデルを仮定した PTMC モデルから導出された

V1 の結晶学的パラメータ． 

Input 
Lattice parameter (nm) 

𝑎𝛾 = 0.35914 

 𝑎𝛼′ = 𝑐𝛼′ = 0.28717 

   Ross and Crocker 

 Shear system of 𝐏1 (1̅12)[11̅1]𝛼′(= (011)[01̅1]𝛾) 

 Shear system of 𝐏2 (112)[1̅1̅1]𝛼′(= (101)[1̅01]𝛾) 

 Magnitude of 𝐏1 0.0853 

Output Magnitude of 𝐏2 0.2866 

 Habit plane normal (0.4163, 0.8079, 0.4170)𝛾 

 
Deviation angle 

from experimental HP 
3.3° 

 Shape deformation direction [0.4438̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.7097,  0.5472̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ ]
𝛾
 

 Magnitude of shape strain 0.1401 

 Euler angle of V1/𝛾 OR (124.3°, 10.2°, 192.92°) 

 
Misorientation angle 

from experimental OR 
1.2° 

 

 

３－３－４．バリアント間の幾何学的適合条件 

異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件は次式で表される． 

𝐐𝐕 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (3-12) 

ここで，𝐔, 𝐕は２つの晶癖面バリアントの変形勾配行列，𝐐 ∈ SO(3), 𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ𝟑である．一般

に，２つの異なるバリアントの変形勾配行列は，𝐕 = 𝐑𝐓𝐔𝐑を満たす座標変換行列𝐑を通じ

て関連付けられる．この場合，式(3-12)は次式に書き換えられる． 

𝐐𝐑𝐓𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (3-13) 

PTMC によって計算された晶癖面バリアントの変形勾配行列を用いて，各バリアントペア

の幾何学的適合条件を評価した．Rank-1 接続可能な結合グループは全部で 9 種類（V1/V2, 

V4, V6, V7, V8, V16, V17, V21, V24）存在し，これらは 180°回転で関連付けられるバリア

ント同士のペアだった．２章の結果を用いると，180 度回転で関連付けられるペアは式(3-

13)において必ず Type I 解 (𝐐I, 𝐚I, 𝐧̂𝐈)と Type II 解(𝐐II, 𝐚II, 𝐧̂II)を持ち，それぞれ， 

𝐧̂𝐈 = 𝐞̂, 𝐚𝐈 = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐𝐈 = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐂 (3-14) 

もしくは 
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𝐧̂ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚 = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐂 (3-15) 

で与えられる．ここで𝜌は|𝐧̂| = 1を満たすために必要な定数である．幾何学的適合条件が解

を持つグループについて，剛体回転𝐐の回転角θおよび回転軸𝐯，結合面𝐧̂を表 3-2 に示す． 

各結合グループの回転角θを比較すると，バタフライマルテンサイト組織で高頻度に観

察された V1/2 ペアの Type I と Type II の回転角𝜃I, 𝜃IIはそれぞれ 1.2°および 0.01°であり，

他の結合グループと比べて非常に小さい回転角で幾何学的適合条件を保持することが明ら

かになった．一方，V1/V2 ペアと同程度の頻度で観察された V1/V16 ペアの Type I と Type 

II の回転角𝜃I, 𝜃IIはどちらも 6.2°と比較的大きい．  

 

表 3-2 幾何学的適合条件を満たすバリアントペアの回転角θ，回転軸𝐫，結合面𝐧̂． 

𝐔 𝐕 
Solution 

type 

Rotation 

angle θ 
Rotation axis r Junction plane 𝐧̂ 

V1 

V2 
Type I 1.2° [0.571̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.589, 0.571̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (1̅01)𝛾 

Type II 0.01° [0.503̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.703̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.503̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (0.420̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.805̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.420̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅)𝛾 

V4 
Type I 12.7° [0.307̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.307̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.901]𝛾 (1̅10)𝛾 

Type II 2.5° [0.669̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.669̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.325̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (0.685,  0.685,  0.250)𝛾 

V6 
Type I 13.8° [0.901̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.306,  0.306]𝛾 (01̅1)𝛾 

Type II 2.0° [0.251,  0.685,  0.685]𝛾 (0.301̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.674̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.674̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅)𝛾 

V7 
Type I 8.4° [0.707̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.001̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.707]𝛾 (101)𝛾 

Type II 7.2° [0.703,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.103,  0.703]𝛾 (0.333, 0.882̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.333̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅)𝛾 

V8 
Type I 7.1° [0.708,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.000,  0.707]𝛾 (01̅0)𝛾 

Type II 8.5° [0.777̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.000,  0.630]𝛾 (0.158,  0.000,  0.987)𝛾 

V16 
Type I 6.2° [0.000, 0.459,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.889]𝛾 (1̅00)𝛾 

Type II 6.2° [0.000,  0.611,  0.792]𝛾 (0.000,  0.041,  0.999)𝛾 

V17 
Type I 0.91° [0.553, 0.589̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.589]𝛾 (011)𝛾 

Type II 13.6° [0.895̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.316̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.316]𝛾 (0.324, 0.669̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.669)𝛾 

V21 
Type I 1.5° [0.589̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.589, 0.553̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (110)𝛾 

Type II 13.3° [0.394̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.394,  0.830]𝛾 (0.648, 0.648̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.399)𝛾 

V24 
Type I 7.6° [0.889̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.458,  0.000]𝛾 (001)𝛾 

Type II 5.8° [0.848̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.530̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.000]𝛾 (0.969̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.247̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.000)𝛾 
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３－３－５．結合面における幾何学的適合条件の妥当性の検証 

 結合部の理論解析結果の妥当性を検証するために，実験で観察された結合部の結合面方

位との比較を行った．結合が高頻度に発生していた V1/2, 16 ペアの結合面方位を一面トレ

ース解析によって決定した．図 3-10 は 233K でサブゼロした試料についての解析結果を示

す．赤色および水色のプロットはそれぞれ Type I と Type II の解に対応する結合面方位で

ある．晶癖面と同様に実験的な結合面と理論的な結合面間の偏差角Δθを評価し，図中に

挿入している．各ペアにおいてそれぞれ幾何学的適合条件を満たすことが可能な結合面は

２つあり，そのうち一つの理論的な結合面は実験的な結合面と誤差が高々2.4°であり良好

な一致を示している．この結果は各バリアント結合面が幾何学的適合条件を保持するよう

に形成することを示している．一方，もう片方の解に対応する理論的な結合面は実験的な

結合面とほぼ直角を成している．このことは幾何学的に可能なバリアント結合のうち，片

方だけが実際のマルテンサイト変態で出現していることを意味している．この傾向は形状

記憶合金のマルテンサイトでも観察されており，結合に伴う弾性ひずみエネルギーの評価

などによって説明されるものと思われる[119]． 

 

図 3-10 実験における結合面の決定．(a)V1/2，(b)V1/16 の理論的な結合面（赤と水色のプ

ロットはそれぞれ Type I と Type II の解に対応している）と，一面トレース解析によって

決定された平均的な結合面(黄色)がプロットされている．解析に使用されたトレース・ノー

マルはグレーでプロットされている．Δθは実験と理論の結合面方位同士の偏差角を示す． 
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３－４．考察 

 本章では，Fe-18Ni-0.7Cr-0.5C 合金のバタフライマルテンサイト組織において，変態初

期から変態後期にかけてバリアント結合頻度および結合状態の解析を行った．本合金にお

いては，バタフライ結合である V1/16 ペアとラスマルテンサイトで頻出する V1/2 ペアが

変態初期から変態後期にかけて高頻度で観察された．V1/2, 16 ペアの実験的な結合面は幾

何学的適合条件から予測された結合面と良い一致を示し，したがって，これらのバリアント

結合は幾何学的適合条件を保持するように発生している．バリアント間の幾何学的適合条

件はバリアント結合部でのひずみを大きく緩和するために幾何学的に優位な結合状態を記

述する．この結合状態からの偏差が大きいほど結合部のひずみエネルギーは大きくなり，そ

れゆえ結合部に必然的に生じる幾何学的不適合性θが大きなペアほど結合部のひずみエネ

ルギーが高くなる． 

本合金における V1/2 ペアの結合面は Type I 解の𝐧̂𝐈とほぼ垂直かつ Type II 解の𝐧̂IIと概

ね一致した．これは V1/2 ペアが Type II 解の幾何学的不適合性を持つことを示している．

V1/2 ペアの幾何学的不適合性𝜃IIは 0.01°と全ての結合グループの中で最も小さい．一方

V1/16 ペアの結合面は Type II 解とほぼ垂直でかつ Type I 解と完全に一致した．これは本

合金で発生した V1/16 ペアがバタフライ結合であり，Type I 解の幾何学的不適合性を持つ

ことを示している．V1/16 ペアの幾何学的不適合性𝜃Iは 6.2°であり，V1/2 と比較して一桁

以上も大きい． 

 2 章の結果から，幾何学的不適合性𝜃Iは𝐝と𝐞̂が垂直，または𝐩と𝐞̂が平行に近いほど小さ

くなることが明らかにされている．V1/16 ペアにおいて[100]𝛾が𝐞̂に対応する．本合金で決

定された実験的な晶癖面方位{0.3923, 0.8394, 0.3762}𝛾は[100]𝛾と明らかに平行関係を満た

さない．また本研究で仮定した Ross and Crocker の格子不変変形モデルにおいて，図 3-8

に示すように，晶癖面バリアントの形状変形方向は，𝐏1のせん断量𝑔
1
の増加に伴い[100]𝛾と

平行に近くなる．それゆえ𝐝と𝐞̂が垂直関係を満たすことはない．以上をまとめると，V1/16

ペアの幾何学的不適合性𝜃Iは格子不変変形に依存せず常に大きい可能性がある． 

 V1/2 ペアの幾何学的不適合性は最も小さい．幾何学的不適合性が小さいほどバリアント

結合に必要なエネルギーは小さくなると考えられ，それゆえ本合金以外のバタフライマル

テンサイト組織においても V1/2 ペアが高頻度で発生している可能性がある．一方で，V1/16

ペアの幾何学的不適合性は格子不変変形に依存せず，本合金以外のバタフライマルテンサ

イト組織においても大きい可能性がある．そこで以下では 2 章の結果を用いて，一般的な

バタフライマルテンサイト組織に発生する V1/2, 16 ペアの幾何学的不適合性について考察

を行う． 
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３－４－１．V1/2 ペアの幾何学的不適合性 

 先で述べたように V1/2 ペアでは Type II 解の幾何学的不適合性が生じる．第２章で導出

されたように，Type II 解における幾何学的不適合性𝜃IIの解析解は以下で表される． 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) (3-16) 

ここで，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶癖面方位，

𝐞̂は座標変換行列𝐂の回転軸である．式(3-16)から明らかなように，𝐝と𝐞̂が平行，または𝐩と

𝐞̂が垂直に近いほど𝜃IIは小さくなる．V1/2 ペアでは[1̅01]𝛾が𝐞̂に対応する．本合金で観察さ

れたように多くのバタフライマルテンサイト組織は(252)𝛾近傍の晶癖面方位を示し，これ

は[1̅01]𝛾とほぼ垂直な関係にある．したがってバタフライマルテンサイト組織において

V1/2 ペアに生じる幾何学的不適合性は常におよそ 0°であると結論付けられる． 

 

３－４－２．V1/16 ペアの幾何学的不適合性 

 先で述べたようにバタフライ結合では Type I 解の幾何学的不適合性が生じる．第２章で

導出されたように，Type I 解における幾何学的不適合性𝜃Iの解析解は以下で表される． 

𝜃I = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) (3-17) 

式(3-16)と同様に，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶

癖面方位，𝐞̂は座標変換行列𝐂の回転軸である．式(3-17)から明らかなように，𝐝と𝐞̂が垂直，

または𝐩と𝐞̂が平行に近いほど𝜃Iは小さくなる．V1/16 ペアでは[100]𝛾が𝐞̂に対応する．本合

金における実験的な晶癖面方位と同様に，バタフライマルテンサイト組織の(252)𝛾晶癖面

方位が[100]𝛾と平行な関係を満たすことはない．したがって𝜃Iが小さくなるためには，形状

変形方向が[100]𝛾と垂直に近い関係を満たす必要がある． 

 Zhang ら[120]は 2 種の格子不変変形を仮定した PTMC モデルにおいて，形状変形方向𝐝

および晶癖面𝐩と格子不変変形のすべり系の間に以下の関係が存在することを見出した． 

𝐝 = 𝜌(𝐉𝐁 − 𝐈)(𝐩𝟏 × 𝐩𝟐) (3-18) 

𝐩 = 𝜌(𝐝𝟏 × 𝐝𝟐)(𝐈 − ((𝐑𝐁)−1)) (3-19) 

ここで，𝐉は晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転，𝐁は Bain ひずみ，𝜌はスカラー

量，𝐝𝒊と𝐩𝒊は各格子不変変形のせん断方向およびせん断面である．式(3-18)と(3-19)は，

𝐉𝐁が一定であるならば，𝐝は𝐩𝟏, 𝐩𝟐間の方位関係，𝐩は𝐝𝟏, 𝐝𝟐間の方位関係のみに依存するこ

とを示している．これらの関係式を利用してバタフライマルテンサイト組織が取りうる𝐝

の範囲を推定する． 

 本合金でも観察されたように，一般にバタフライマルテンサイトの{225}𝛾晶癖面方位は

Ross and Crocker が提唱した 2 種の格子不変変形𝐏1: (1̅12)[11̅1]𝛼′(= (011)[01̅1]𝛾)および

𝐏2: (112)[1̅1̅1]𝛼′(= (101)[1̅01]𝛾)によって再現できる．式(3-19)から，Ross and Crocker

モデルと同様の剛体回転𝐉かつ[011̅]𝛾と[1̅01]𝛾せん断の格子不変変形が働く PTMC モデル
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は(252)𝛾晶癖面を再現できることがわかる． 

バタフライマルテンサイト組織では(112)𝛼′内部双晶が頻繁に観察されていることから[44, 

79]，２種の格子不変変形のうち一つは(112)[1̅1̅1]𝛼′(= (101)[1̅01]𝛾)せん断が活動している

と考えられる．また変態双晶を形成するためには(112)[1̅1̅1]𝛼′せん断は他の格子不変変形

に後続する必要があると考えられるため，(112)[1̅1̅1]𝛼′が second shear として活動すると

考えることは合理的である．  

ラスマルテンサイト[109, 121]およびレンズマルテンサイト[83]の M/ 𝛾界面では[11̅1]𝛼′らせ

ん転位が観察されており，それゆえ[11̅1]𝛼′(= [01̅1]𝛾)せん断を持つ格子不変変形が活動し

ていると考えられている[32, 83, 109, 121]．ラスとレンズの中間形態と考えられるバタフライマ

ルテンサイト組織においても[11̅1]𝛼′と平行な転位線が高頻度で観察されており，これは

[11̅1]𝛼′らせん転位を示唆すると考えられている[44, 79]．以上を総合的に考えると，バタフラ

イマルテンサイト組織においても[11̅1]𝛼′らせん転位による(𝑢𝑣𝑣)[011̅]𝛾せん断が活動してい

ると考えることは合理的である． 

以上の議論から Ross and Crocker モデルと同様に(112)[1̅1̅1]𝛼′せん断を second shear と

し，種々のせん断面において(ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再現する(𝑢𝑣𝑣)[011̅]𝛾のせん断量𝑔1を求めた．

表は(ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再現可能なすべり面と付随するパラメータを示す．(ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再

現可能な(𝑢𝑣𝑣)せん断面は(011)𝛾から(2̅1̅1̅)𝛾の範囲で変化した．(011)𝛾を越える範囲では

(ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再現することはできなかった．反対に，(2̅1̅1̅)𝛾を越える範囲では形状ひず

み値が 1 を超える大きな値を示したため除外した．各せん断面において(ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再

現するせん断量𝑔1とそれに対する剛体回転𝐉を計算し，Ross and Crocker モデルで求められ

る剛体回転𝐉との方位差を求めた．さらに全形状変形における形状ひずみの値も求めた．表

に示すように，RC モデルからの方位差は高々0.4°であることから任意のせん断面で𝐉𝐁は

ほぼ等しいと考えられる．また取りうる形状ひずみは 0.15~0.34 であり，{225}𝛾マルテン

サイトで報告されている値と概ね一致する[84, 85]． 

以上より式(3-18)において RC モデルの𝐉𝐁を用いて，(𝑢𝑣𝑣)せん断面を(011)𝛾から(2̅1̅1̅)𝛾

まで変化させたときに形状変形方向𝐝がどのように変化するか調べた．図 3-10 に解析結果

を示す．赤の実線は形状変形方向𝐝が取りうる範囲を示している．赤のひし形プロットは

(011)𝛾，赤の丸プロットは(2̅1̅1̅)𝛾に対応する．黒の三角プロットは過去に{225}𝛾マルテン

サイトで報告されている形状変形方向の測定値[84, 85]，黄色のプロットは測定値から算出さ

れた平均の形状変形方向を示している．[100]𝛾方向と最も垂直に近い𝐝は(𝑢𝑣𝑣)せん断面が

(2̅1̅1̅)𝛾の時に得られた．また(2̅1̅1̅)𝛾での形状変形方向は過去の実験値と概ね一致している

ことがわかる．この時の全形状ひずみ行列𝐔を用いて計算された V1/16 ペアの幾何学的不

適合性𝜃Iは 6.7°だった．以上よりバタフライマルテンサイト組織の形状変形方向𝐝が[100]𝛾

と垂直の関係を満たすことはなく，バタフライマルテンサイト組織においてバタフライ結

合の幾何学的不適合性は常に 6°以上であると結論付けられる． 
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表 3-3 (ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を再現可能な(𝑢𝑣𝑣)せん断面と付随する計算パラメータ 

(𝑢𝑣𝑣)せん断面 (ℎ𝑙ℎ)𝛾晶癖面を 

再現するせん断量𝑔1 

剛体回転𝐉の RC モ

デルからの方位差 

形状ひずみ 

(011)𝛾 = (1̅12)𝛼′ 0.0853 0.0° 0.14 

(1̅33)𝛾 = (2̅13)𝛼′ 0.06 0.4° 0.16 

(1̅11)𝛾 = (1̅01)𝛼′ 0.05 0.2° 0.18 

(2̅11)𝛾 = (3̅1̅2)𝛼′ 0.05 0.2° 0.24 

(3̅11)𝛾 = (2̅1̅1)𝛼′ 0.05 0.2° 0.21 

(5̅11)
𝛾

= (3̅2̅1)𝛼′ 0.05 0.2° 0.22 

(1̅00)𝛾 = (1̅1̅0)𝛼′ 0.06 0.2° 0.23 

(5̅1̅1̅)
𝛾

= (2̅3̅1̅)𝛼′ 0.08 0.3° 0.26 

(3̅1̅1̅)𝛾 = (1̅2̅1̅)𝛼′ 0.10 0.2° 0.28 

(2̅1̅1̅)𝛾 = (1̅3̅2̅)𝛼′ 0.15 0.3° 0.34 

 

 

 

図 3-10 (𝑢𝑣𝑣)せん断面の変化に伴う形状変形方向の変化（赤の実線）．赤丸のプロットは

(2̅1̅1̅)𝛾せん断面，ひし形のプロットは(011)𝛾せん断面（RC モデル）に対応する．黒の三

角プロットは{225}𝛾マルテンサイトで報告されている形状変形方向の測定値[84, 85] ，黄色

の三角プロットは測定値から算出された平均の形状変形方向を示している． 
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３－５．結論 

 本章では，バタフライマルテンサイト組織の形成が多く報告されている Fe-18Ni-0.7Cr-

0.5C 合金を用いて，変態初期から変態後期にかけてバタフライマルテンサイト組織のバリ

アント結合頻度および結合状態を解析し，バタフライマルテンサイト組織の結合則と幾何

学的適合条件の関係を明らかにした．得られた結果は以下のとおりである．  

 

（１）．本合金のマルテンサイト晶は{252}𝛾晶癖面と K-S OR を示し，Ross and Crocker の

Double lattice invariant shear モデルによって理論的に再現された晶癖面および結晶方位関

係と良い一致を示した． 

（２）．ラスマルテンサイト組織で高頻度な形成が報告されている V1/2 ペアとバタフライ

結合である V1/16 ペアが変態初期から後期にわたって高頻度で発生しており，両方のペア

はそれぞれ全結合の約 20%を占めた． 

（３）．一面トレース解析によって決定した V1/2, 16 ペアの結合面は幾何学的適合条件から

予測された結合面と良い一致を示した．V1/2 ペアは Type I 解の𝐧̂𝐈とほぼ垂直かつ Type II

解の𝐧̂IIと概ね一致し, V1/16 ペアは Type II 解とほぼ垂直かつ Type I 解と完全に一致した．

このことから，V1/2 ペアは Type II 解，V1/16 ペアは Type I 解の幾何学的不適合性が生じ

ると考えられる． 

（４）．V1/2 ペアの幾何学的不適合性𝜃IIは 0.01°と全ての結合グループの中で最も小さい．

一方で V1/16 ペアの幾何学的不適合性𝜃Iは 6.2°と大きく，V1/16 ペアが高頻度に発生する

バタフライマルテンサイト組織においてもバタフライ結合は幾何学的に不利な形態である

と考えられる． 

（５）．一般的なバタフライマルテンサイト組織に発生する V1/2, 16 ペアの幾何学的不適合

性について，2 章で導出された解析解を用いた議論から，V1/2 ペアの幾何学的不適合性が

常におよそ 0°であること，およびバタフライ結合である V1/16 ペアの幾何学的不適合性が

常に 6°以上であることが結論付けられた． 
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第４章 ラスマルテンサイト組織におけるバリアント結合則と幾何学的適合条件 

４－１．緒言 

 本章の目的は，ラスマルテンサイト組織のバリアント結合頻度および結合状態を解析し，

ラスマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにすることである． 

ラスマルテンサイト組織におけるバリアント結合則については多くの報告があり[40, 49, 50, 

70, 71]，高頻度に発生するものは V1/2 および V1/4 ペアである．図 4-1 にラスマルテンサイ

トの組織構成をまとめた模式図を示す．森戸ら[49, 50]は，低炭素鋼において，ブロック内部

で局所的な結晶方位差が存在し，ブロックが単一の K-S バリアントだけではなく２種の特

定の K-S バリアントの組み合わせで構成されていることを EBSD 分析により明らかにした．

各 K-S バリアントの集合体はサブブロックと呼ばれ，V1 と V4 のサブブロックで一つのブ

ロックが構成されている．またパケットは同一 CP グループに属する 6 つの K-S バリアン

トで構成される．森戸らはさらに，炭素濃度が増加するにつれブロックとパケットのサイズ

が減少し，中炭素鋼においてブロックは単一の K-S バリアントの集合体であったことも報

告している．Stormvinter ら[40]は，低炭素鋼の鉄マルテンサイトにおけるバリアント隣接傾

向に対する炭素含有量の影響を調査した．図 4-2 は異なる炭素含有量の Fe-C 合金で調査さ

れたバリアント境界割合を示している．低炭素鋼では V1/4 ペアが優先的に形成されている

が，これは炭素含有量の増加につれて減少する．一方，炭素含有量が増加するにつれて V1/2

ペアの形成が促進されることが明らかにされた．これは森戸らの結果と整合する． 

宮本ら[69]はラスマルテンサイトの結晶学的特徴を再現できる 2 種類の PTMC モデルを用

いて V1/2~24 の 23 通りのペアについて幾何学的不適合性θの解析を行った．ラスマルテ

ンサイトで高頻度に形成される V1/2，V1/4 ペアのθは高々3.3°であり，これら 2 つのペア

は幾何学的に有利な上位 5 つのバリアントペアに含まれていることから．V1/2, 4 ペアの優

先的な形成を合理化できると提案した．この結果は，ラスマルテンサイト組織においても，

バリアント間の幾何学的適合条件がバリアント結合則に影響を与える可能性を示唆してい

る．しかしながら，これまでラスマルテンサイト組織のバリアント結合則と幾何学的適合条

件の関係に関する研究はほとんど行われていない．唯一，完全変態したラスマルテンサイト

組織の頻出バリアントペアについて幾何学的不適合性の解析が行われているが，結合状態

と幾何学的適合条件の比較は行われておらず，限定的かつ定性的な理解しか得られていな

い． 

 以上を踏まえ，本章では，室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-22.8Ni-

2.1Cr-0.18C 合金を用いて，変態初期から変態後期にかけてラスマルテンサイト組織の結合

頻度および結合状態を解析し，ラスマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関

係を明らかにする． 
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図 4-1 (a)低炭素および(b)中~高炭素鋼のラスマルテンサイトの組織構成[40, 49, 50]． 

 

図 4-2，異なる炭素含有量の Fe-C 合金で調査されたバリアント境界割合[40] 

(a)極低炭素(IF)鋼，(b)Fe-0.35C，(c)Fe-0.75． 
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４－２．実験方法 

４－２－１．試料作製方法 

 本研究では，室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 

(wt)%合金を使用した．真空溶解で溶製後，50mm 厚まで 1173K 以上で熱間鍛造し，1473K, 

50hr の均質化処理後，熱間圧延を施した供試材を使用した（日本製鉄株式会社製）．供試材

のサイズは 5×10×85mm の棒状である．圧延歪みを除去するために供試材の酸化層を研磨

で取り除き，Ar 雰囲気，1273K，1hr の再熱処理後，常温水で急冷を行った．その後，放電

加工機を用いて供試材を 2×10×10mm の大きさに切断した． 

 

４－２－２．示差走査型熱量測定 

 マルテンサイト変態開始温度𝑀𝑠の測定を目的として示差走査熱量（Differential Scanning 

Calorimetry：DSC）測定を行った．作製した供試材から放電加工および機械研磨によって

3×3×1mm の板状試料を作製した．機械研磨は SiC 研磨紙（#120）を用いた湿式研磨によ

り行った．測定装置は示差走査熱量計（DSC-60，島津製作所製）を用いた．測定は Ar 雰囲

気下で，昇降温速度：20K/min，温度範囲：193K～473K の条件で行った． 

 

４－２－３．X 線回折測定 

 試料の相同定と格子定数を得るために，θ-2θ法による X 線回折（X-Ray Diffraction : 

XRD）測定を行った．試料表面を平坦かつ鏡面にするために機械研磨と電解研磨を行った．

表面マルテンサイトを観察から除外するために，冷材の中心部から 8×10×2mm の板状試

料を切り出した．試料表面はエメリー紙（#400, 800, 1200, 2000）で湿式研磨を施した後，

アルミナ研磨剤（砥粒度３µm，0.1µm）およびコロイダルシリカを用いてバフ研磨を行っ

た．その際，砥粒度が大きいものから研磨を行い，研磨痕に対して垂直に砥粒が作用するよ

うに工夫した．機械研磨による加工層を除去するために，電解液（HClO4 : CH3COOH = 1 : 

9），電圧 20V，液温 273K~283K，加工時間 2min の条件で電解研磨を行った．XRD 測定装

置は Rigaku 製 SmartLab SE を用いた．測定条件は，X 線源：CuKα線，測定温度：室温，

測定範囲：35°＜2θ<155°とした． SmartLab 付属の冷却ステージ（Anton Paar TTK600）

を用いて，サブゼロ処理（193K まで 20℃/min で冷却後 2hr 保持）の後に室温にて測定し

た． 

 

４－２－４．電子後方散乱回折測定 

 結晶方位測定および組織形態観察を目的として，電子後方散乱回折（Electron Back-

Scattered Diffraction : EBSD）測定を行った．変態初期および変態後期の組織を得るために，

TTK600 を用いて 243K（𝑀𝑠点直下温度）または 177K まで 1℃/min で冷却後 1hr 保持のサ

ブゼロ処理を施した．その後試料表面を平坦かつ鏡面にするために機械研磨と電解研磨を

行った．試料表面はエメリー紙（#400, 800, 1200, 2000）で湿式研磨を施した後，アルミナ
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研磨剤（砥粒度３µm，0.1µm）およびコロイダルシリカを用いてバフ研磨を行った．その

際，砥粒度が大きいものから研磨を行い，研磨痕に対して垂直に砥粒が作用するように工夫

した．機械研磨による加工層を除去するために，電解液（HClO4 : CH3COOH = 1 : 9），電

圧 20V，液温 273K~283K，加工時間 2.0m の条件で電解研磨を行った．測定装置は電界放

出形走査型電子顕微鏡（Field-Emission gun-type Scanning Electron Microscope : FE-SEM，

SU5000，Hitachi 製）を用いた．検出器には TSL OIM DVC5 を用いた．測定条件として加

速電圧：15kV，スポット強度：70，Working Distance：15mm，測定点間隔：0.20µm の条

件で行った． 

 

４－２－５．バリアント同定 

 EBSD 測定によって得られた方位データを用いて，各測定点におけるバリアントの同定

を３章と同様の手順で行った． 

 

４－２－６．一面トレースと最小二乗法による面方位の解析 

 幾何学的適合条件の観点に基づいた解析を進める前に，実際に観察された個々のマルテ

ンサイト晶の結晶学的特徴が理論計算から予測される結果と一致しているか検証する必要

がある．本研究では３章と同様の手順で晶癖面やバリアント結合界面の実験的な面方位を

決定した．  

 

４－２－７．バリアント結合頻度の解析 

 ３章と同様に，バリアント結合の発生頻度を異なるバリアント粒同士が隣接する頻度を

数え上げることによって評価した．  
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４－３．実験結果 

４－３－１．DSC 測定結果 

図 4-3 に供試材の DSC 測定結果を示す．接線法より𝑀𝑠点を-40.0℃であると決定した． 

図 4-3 DSC 測定結果． 

 

４－３－２．XRD 測定結果 

図 4-4 に XRD 測定結果を示す．解析の結果，オーステナイト相とマルテンサイト相が共

存していることを確認した．また，マルテンサイトの結晶構造は bct に由来するピークスプ

リットが見られなかったため，bcc 構造であると判断した．回折ピークから決定した両相の

格子定数は，𝑎𝛾 = 0.35489 nm, 𝑎 = 𝑐 = 0.28705 nm であった．この格子定数を理論解析に

用いた． 

 

図 4-4 XRD 測定結果． 
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４－３－３．組織観察結果 

図 4-5(a)は 173K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中

のバリアントマップを示している．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号と

バリアントカラーの対応を示している．残留オーステナイトはマップ内でグレーの領域に

対応している．図 4-5 (c)では実験で決定した{001}𝛼′極点図と残留オーステナイトから計算

された K-S OR の{001}𝛼′極が比較されている．両者はよい一致を示している．よって，各

バリアントは K-S OR を保持しているとみなし．各 K-S OR から 7°以内を同一バリアント

と定義してバリアントマップを作成した．バリアント同定によって単一γ粒内で 24 種全て

のバリアントが確認された．検出されたバリアント粒の総数は 6722 個だった．各相の面積

分率は𝛼′相：61%，γ相：39%だった．図 4-5 (b)は(a)の白い鎖線で囲まれた領域の拡大図

を示しており，共通 CP グループに属する V1～V6 のバリアントが集団で形成している．こ

れは１つのパケットが形成されていることを意味する．図 4-5(d)は一面トレース解析で決

定された晶癖面方位をプロットしたステレオ投影図である．実験的な晶癖面方位と(575)𝛾

面方位間の偏差角Δφ を評価した結果，Δφ=5.6°であった．この結果は，本研究で観察され

たマルテンサイト組織の晶癖面方位がこれまで報告されてきたラスマルテンサイトの晶癖

面方位として報告されていた{557}𝛾と良好に一致したことを示している． 

図 4-6(a)は 233K でサブゼロした試料において図 4-5(a)と同様に取得された単一γ粒中

のバリアントマップを示している．図 4-6(b)および(c)では，図 4-5 と同様に，実験で決定

した{001}𝛼′極点図と残留オーステナイトから計算された K-S OR の{001}𝛼′極の比較，一面

トレース解析で決定された晶癖面方位をプロットしたステレオ投影図を示している．この

γ粒では 12 種のバリアントが確認された．検出されたバリアント粒の総数は 656 個であっ

た．各相の面積分率は𝛼′相：17%，γ相：83%だった．図 4-6(a)中の矢印で示されるように，

赤色の V1 バリアント粒と青色の V16 バリアント粒の結合が多数散見された．ここで V1/16

ペアは異なる CP グループかつ同じ Bain ひずみを有するバリアント同士の結合であり，バ

タフライ結合と結晶学的に等価なペアである．一面トレース解析によって 233K でサブゼロ

した試料の実験的な晶癖面方位が{0.4387, 0.7824,0.4420}𝛾であると決定された．各バリアン

トと母相γとの OR を V1/γの OR を示す回転行列に変換し，その平均方位を求めた．平

均方位のオイラー角は(𝜙1, Φ, 𝜙2) = (123.8°, 9.4°, 192.5°)，平均方位からの Orientation 

Spread が 1.4°と決定された．これらの実験的なデータは PTMC によって計算された晶癖面

方位および V1/γの OR と比較される． 

233K でサブゼロした試料において，１つのγ母相粒はバリアント結合頻度の解析や一面

トレース解析に十分な数のバリアントを含んでいない．そのため複数のγ母相粒において

バリアントマップが作成され，解析に使用された．図 4-7 は各サブゼロ温度におけるバリア

ント結合頻度を示している．解析されたバリアント結合の総数は 233K と 173K に対してそ

れぞれ 2609 個と 8245 個であった．すべての結合はV1/𝑖 ペアに変換されている．233K で

は 173K と比較して，V1/16 ペアが優先的に発生していた．V1/2 ペアおよび V1/4 ペアは



72 

 

変態初期から後期にわたって高頻度で発生していた．V1/2 および V1/4 ペアは共通 CP グ

ループ同士のバリアント結合であり，変態初期に優先的に発生していたペアの中で異なる

CP グループに属するペアは V1/16 ペアのみであった． 

 

 

図 4-5  

(a)173K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中のα’-マル

テンサイトのバリアントマップ．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号とカ

ラーの対応を示している．グレーの領域は残留γに対応している． 

(b) (a)の白い鎖線で囲まれた領域の拡大図．V1～V6 の同一 CP グループに属するバリアン

トの集団で構成されている． 

(c) (a)領域から得られた{001}𝛼′極点図(black)と残留オーステナイトから計算された K-S 

OR の{001}𝛼′極(red)の比較． 

(d) 実験的な晶癖面のトレース解析結果．一面トレース解析によって決定された平均晶癖面

方位（黄色）と(575)𝛾面方位（白）がプロットされている．Δφ は実験的な晶癖面方位と

(575)𝛾面方位の偏差角を示す． 
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図 4-6 

(a) 233K でサブゼロした試料において，EBSD 測定によって得られた単一γ粒中のα’-マル

テンサイトのバリアントマップ．図中のカラーバーは各バリアントのバリアント番号とカ

ラーの対応を示している．グレーの領域は残留γに対応している．白の矢印は V1/16 ペア

を示している． 

(b) (a)領域から得られた{001}𝛼′極点図(black)と残留オーステナイトから計算された K-S 

OR の{001}𝛼′極(red)の比較． 

(c) 実験的な晶癖面のトレース解析結果．一面トレース解析によって決定された平均晶癖面

方位（黄色）と(575)𝛾面方位（白）がプロットされている．Δφ は実験的な晶癖面方位と

(575)𝛾面方位の偏差角を示す． 

 

 

図 4-7 各サブゼロ温度におけるバリアント結合頻度の解析結果 



74 

 

４－３－４．晶癖面バリアントの変形勾配 

{557}𝛾晶癖面方位と K-S OR を再現する変形勾配行列を評価するために，Kelly[32]によっ

て提唱された２種の格子不変変形を仮定した PTMC モデルによって変形勾配行列を求めた．

晶癖面バリアントの変形勾配行列は以下の式で表される． 

𝐔 = 𝐉𝐁𝐏2𝐏1 (4-1) 

ここで𝐉は晶癖面が不変面であるために必要な剛体回転，𝐁は Bain ひずみ，𝐏1, 𝐏2は格子不変

変形であり，そのすべり系は𝐏1: (112)[1̅1̅1]𝛼′(= (101)[1̅01]𝛾)および𝐏2: (110)[1̅11̅]𝛼′(=

(100)[011̅]𝛾)である．晶癖面が不変面条件を満たすことが可能な 𝐏2のせん断量𝑔2の範囲を，

最小値𝑔2 = 0から最大値𝑔2 = 0.1108であるとした．形状変形方向および晶癖面方位の𝑔2依

存性を図 4-8 に示す．赤の丸およびひし形のプロットはそれぞれ𝑔2 = 0および𝑔2 = 0.1108

に対応する．晶癖面方位は𝑔2の増大に伴い(295)𝛾から(575)𝛾近傍を通過し，𝑔2 = 0.1108で

は(774)𝛾方位へ遷移した．一方，形状変形方向は𝑔2を増大させても大きく変化せず，常に

[14̅3]𝛾近傍の方位だった．これは𝑔2が変動しても形状変形方向は概ね一定であることを示し

ている． 

PTMC によって計算された晶癖面方位および V1/γの OR を，実験で決定された晶癖面

方位および V1/γの OR と比較した．図４-10 は𝑔2の値に対して理論と実験の晶癖面方位間

の偏差角と V1/γの OR 間の Misorientation 角度がそれぞれ左右の軸に対応してプロット

されている．𝑔2の値が 0.07 から 0.08 の間で，偏差角および Misorientation 角がどちらも最

小値を示す．これはラスマルテンサイトの変形勾配を最もよく再現できる second shear の

大きさが 0.07 から 0.08 の間で存在することを意味している．よって以降では second shear

の大きさが𝑔2 = 0.075であるとして解析を行った．表4-1に計算に用いたパラメータを示す． 
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図 4-8 (a)形状変形方向の𝑔2依存性 (b)晶癖面方位の𝑔2依存性． 

赤の丸およびひし形のプロットはそれぞれ𝑔2 = 0および𝑔2 = 0.1108に対応する． 

 

図 4-9 晶癖面方位および V1/γＯＲに関する理論と実験の比較． 

𝑔2の値に対して，晶癖面方位間の偏差角が左軸に対して白色， 

V1/γのＯＲ間の Misorientation 角度が右軸に対して黒色でプロットされている． 
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表 4-1  Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 合金において Double lattice invariant shear の PTMC モ

デルによって計算された V1 の結晶学的パラメーター． 

Input 
Lattice parameter (nm) 

𝑎𝛾 = 0.35849 

 𝑎𝛼′ = 𝑐𝛼′ = 0.28705 

   Kelly 

 Shear system of 𝐏1 (112)[1̅1̅1]𝛼′(= (101)[1̅01]𝛾) 

 Shear system of 𝐏2 (110)[1̅11̅]𝛼′(= (100)[011̅]𝛾) 

 Magnitude of 𝐏2 0.075 

Output Magnitude of 𝐏1 0.2763 

 Habit plane normal (0.4688, 0.7383, 0.4845)𝛾 

 
Deviation angle 

from experimental HP 
3.93° 

 Shape deformation direction [0.2338̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.7269,  0.6457̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ ]
𝛾
 

 Magnitude of shape strain 0.2350 

 Euler angle of V1/𝛾 OR (126.5°, 10.0°, 190.2°) 

 
Misorientation angle 

from experimental OR 
0.80° 

 

４－３－５．バリアント間の幾何学的適合条件 

異なる晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件は次式で表される． 

𝐐𝐕 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (4-2) 

ここで，𝐔, 𝐕は２つの晶癖面バリアントの変形勾配行列，𝐐 ∈ SO(3), 𝐚, 𝐧̂ ∈ ℝ𝟑である．一般

に，２つの異なるバリアントの変形勾配行列は，𝐕 = 𝐑𝐓𝐔𝐑を満たす座標変換行列𝐑を通じ

て関連付けられる．この場合，式(4-2)は次式に書き換えられる． 

𝐐𝐑𝐓𝐔𝐑 − 𝐔 = 𝐚 ⊗ 𝐧̂ (4-3) 

PTMC によって計算された変形勾配行列を用いて，各バリアントペアの幾何学的適合条件

を評価した．幾何学的適合条件が解を持つグループは全部で 9 種類（V1/V2, V4, V6, V7, V8, 

V16, V17, V21, V24）存在し，これらは 180 度回転の座標変換行列𝐑で関連付けられるバリ

アント同士のペアだった．２章の結果を用いると，180 度回転で関連付けられるペアは式(4-

3)において必ず Type I 解 (𝐐I, 𝐚I, 𝐧̂𝐈)と Type II 解(𝐐II, 𝐚II, 𝐧̂II)を持ち，それぞれ， 

𝐧̂𝐈 = 𝐞̂, 𝐚𝐈 = 2 (
𝐔−T𝐧̂

|𝐔−T𝐧̂|2
− 𝐔𝐧̂) , 𝐐𝐈 = (−𝐈 + 2

𝐔−T𝐞̂ ⊗ 𝐔−T𝐞̂

|𝐔−T𝐞̂|2
) 𝐂 (4-4) 

もしくは 

𝐧̂ =
2

𝜌
(𝐞̂ −

𝐔T𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) , 𝐚 = 𝜌𝐔𝐞̂, 𝐐𝐈𝐈 = (−𝐈 + 2

𝐔𝐞̂ ⊗ 𝐔𝐞̂

|𝐔𝐞̂|2
) 𝐂 (4-5) 
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で与えられる．ここで𝜌は|𝐧̂| = 1を満たす規格化定数である．幾何学的適合条件が解を持つ

グループについて，剛体回転𝐐の回転角θおよび回転軸𝐯，結合面𝐧̂を表 4-2 に示す． 

共通 CP グループに属するバリアント同士で幾何学的適合条件が解を持つペアは

V1/V2,V4,V6 である．V1/V2,V4,V6 の Type II solution の回転角𝜃IIはそれぞれ 0.3°，3.7°，

1.1°であり，他の結合グループと比べて小さい回転角で幾何学的適合条件を保持することが

明らかになった．一方，変態初期で多数観察された V1/V16 ペアの Type I と Type II の回

転角𝜃I, 𝜃IIはそれぞれ 5.3°，12.5°と比較的大きい．  

  

表 4-3 幾何学的適合条件を満たすバリアントペアの回転角θ，回転軸𝐫，結合面𝐧̂． 

𝐔 𝐕 
Solution 

type 

Rotation 

angle θ 
Rotation axis r Junction plane 𝐧̂ 

V1 

V2 
Type I 7.6° [0.522̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.674, 0.522̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (101̅)𝛾 

Type II 0.3° [0.537̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.650̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.537̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (0.496,  0.712,  0.496)𝛾 

V4 
Type I 17.9° 0.349̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.349̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.869] (11̅0)𝛾 

Type II 3.7° [0.622̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.622̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.475̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (0.671,  0.671,  0.316)𝛾 

V6 
Type I 25.6° [0.879̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.337,  0.337]𝛾 (011̅)𝛾 

Type II 1.1° [0.239,  0.687,  0.687]𝛾 (0.439,  0.635,  0.635)𝛾 

V7 
Type I 11.0° [0.707̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.016̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.707]𝛾 (101)𝛾 

Type II 15.7° [0.656̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.372,  0.656]𝛾 (0.570,  0.592, 0.570̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅)𝛾 

V8 
Type I 14.6° [0.719,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.0,  0.695]𝛾 (010)𝛾 

Type II 12.1° [0.940̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.0,  0.341]𝛾 (0.987, 0.0, 0.158̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅)𝛾 

V16 
Type I 5.3° [0.0, 0.549,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.836]𝛾 (100)𝛾 

Type II 12.5° [0.0,  0.664,  0.748]𝛾 (0.0, 0.567̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.824)𝛾 

V17 
Type I 0.8° [0.357, 0.661,̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  0.661]𝛾 (011)𝛾 

Type II 22.7° [0.972̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.166̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.166]𝛾 (0.090, 0.704̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.704)𝛾 

V21 
Type I 5.1° [0.658̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.658, 0.366̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅]𝛾 (110)𝛾 

Type II 19.9° [0.487̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.487,  0.725]𝛾 (0.653, 0.653̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.384)𝛾 

V24 
Type I 13.8° [0.844̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.536,  0.0]𝛾 (001)𝛾 

Type II 10.7° [0.952̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅, 0.306̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅,  0.0]𝛾 (0.994,  0.110,  0.0)𝛾 
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４－３－６．結合面における幾何学的適合条件の妥当性の検証 

結合部の理論解析結果の妥当性を検証するために，実験で観察された結合部の結合面方

位との比較を行った．233K で高頻度に発生していた V1/2, 4, 16 ペアの結合面方位を一面

トレース解析によって決定した．図 4-11 に解析結果を示す．赤色および水色のプロットは

それぞれ Type I と Type II の解に対応する結合面方位である．晶癖面と同様に実験的な結

合面と理論的な結合面間の偏差角Δψを評価し，図中に挿入している．V1/2 ペアと V1/16

ペアにおける偏差角Δψは高々2.2°であり良好な一致を示している．一方，V1/4 ペアの偏

差角は 12.6°と比較的大きい誤差を有している．これは V1/4 ペアの結合面トレースが明

確でないことに起因する可能性がある．V1/4 境界に近づくほど V1/4 同士の方位差は減少

し，最近傍での方位差は 1 度未満に達する[77]．したがって，V1/4 境界近傍の測定点がどち

らのバリアントに属するかを判別することが困難となり，これは V1/4 ペアの結合面トレー

スが分散することへつながる．それにもかかわらず，図 4-11(b)において，V1/4 ペアの各

トレース・ノーマルは理論的な結合面とおおむね一致している．したがって V1/4 ペアにお

いてもバリアント結合面は幾何学的適合条件を保持するように形成していると考えられる．

特に V1/16 ペアは(100)𝛾の結合面を持つことからバタフライ結合であることが分かった．

各バリアントペアでは幾何学的適合条件を保持する結合面のうち一つだけが結合時に出現

している．この傾向は形状記憶合金のマルテンサイトでも観察されており，結合に伴う弾性

ひずみエネルギーの評価などによって説明されるものと思われる[119]． 

 

 

 

図 4-10 バリアント結合面の実験と理論の比較．(a)V1/2，(b)V1/4，(c)V1/16 の理論的な

結合面（赤と水色のひし形，それぞれ Type I と Type II の解に対応している）と，一面ト

レース解析によって決定された平均的な結合面(黄色の丸)がプロットされている．解析に使

用されたトレース・ノーマルはグレーでプロットされている．Δψは実験と理論の結合面方

位同士の偏差角を示す． 
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４－４．考察 

 本章では， Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 合金のラスマルテンサイト組織において，変態初期か

ら変態後期にかけてバリアント結合頻度および結合状態の解析を行った．本合金において

は，ラスマルテンサイト組織で高頻度な形成が報告されている V1/2 ペアと V1/4 ペアが変

態初期から後期にわたって高頻度で発生していた．また(100)𝛾を結合面とする V1/16 ペア，

すなわちバタフライ結合が変態の初期段階において後期よりも高頻度に発生していた．

V1/2, 4, 16 ペアの実験的な結合面は幾何学的適合条件から予測された結合面と概ね一致し，

したがって，これらのバリアント結合は幾何学的適合条件を保持するように発生している．

バリアント間の幾何学的適合条件はバリアント結合部でのひずみを大きく緩和するために

幾何学的に優位な結合状態を記述する．この結合状態からの偏差が大きいほど結合部のひ

ずみエネルギーは大きくなり，それゆえ結合部に必然的に生じる幾何学的不適合性θが大

きなペアほど結合部のひずみエネルギーが高くなる． 

本合金における V1/2 ペアおよび V1/4 ペアの結合面は Type I 解の𝐧̂𝐈とほぼ垂直かつ

Type II 解の𝐧̂IIと概ね一致した．これは V1/2 ペアおよび V1/4 ペアが Type II 解の幾何学

的不適合性を持つことを示している．V1/2 および V1/4 ペアの幾何学的不適合性𝜃IIはそれ

ぞれ 0.3°および 3.7°と比較的小さい．一方 V1/16 ペアの結合面は Type II 解とほぼ垂直で

あり，かつ Type I 解と完全に一致した．これは本合金で発生した V1/16 ペアがバタフライ

結合であり，Type I 解の幾何学的不適合性を持つことを示している．V1/16 ペアの幾何学

的不適合性𝜃Iは 5.3°であり，V1/2 と比較して一桁以上も大きい． 

2 章の結果から，幾何学的不適合性𝜃Iは𝐝と𝐞̂が垂直，または𝐩と𝐞̂が平行に近いほど小さく

なることが明らかにされている．V1/16 ペアにおいて𝐞̂は[100]𝛾に対応する．本合金で決定

された実験的な晶癖面方位{0.4387, 0.7824,0.4420}𝛾は[100]𝛾と明らかに平行関係を満たさ

ない．また本研究で仮定した Kelly の格子不変変形モデルにおいて，図 4-8 に示すように，

晶癖面バリアントの形状変形方向は 𝐏2のせん断量𝑔2が変動しても概ね一定であり，𝐝と𝐞̂が

垂直関係を満たすことはない．以上をまとめると，V1/16 ペアの幾何学的不適合性𝜃Iは格子

不変変形に依存せず常に大きい可能性がある． 

 V1/2 および V1/4 ペアの幾何学的不適合性は比較的小さい．幾何学的不適合性が小さい

ほどバリアント結合に必要なエネルギーは小さくなると考えられ，それゆえ本合金以外の

ラスマルテンサイト組織においても V1/2 および V1/4 ペアが高頻度で発生している可能性

がある．一方で，V1/16 ペアの幾何学的不適合性は格子不変変形に依存せず，本合金以外の

ラスマルテンサイト組織においても大きい可能性がある．そこで以下では 2 章の結果を用

いて，一般的なラスマルテンサイト組織に発生する V1/2, 4, 16 ペアの幾何学的不適合性に

ついて考察を行う． 
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４－４－１．V1/2 ペアの幾何学的不適合性 

 先で述べたように V1/2 ペアでは Type II 解の幾何学的不適合性が生じる．第２章で導出

されたように，Type II 解における幾何学的不適合性𝜃IIの解析解は以下で表される． 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) (4-6) 

ここで，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶癖面方位，

𝐞̂は座標変換行列𝐂の回転軸である．式(4-6)から明らかなように，𝐝と𝐞̂が平行，または𝐩と𝐞̂

が垂直に近いほど𝜃IIは小さくなる．V1/2 ペアでは[1̅01]𝛾が𝐞̂に対応する．本合金で観察され

たように多くのラスマルテンサイト組織は(575)𝛾近傍の晶癖面方位を示し，これは[1̅01]𝛾と

ほぼ垂直な関係にある．したがってラスマルテンサイト組織において V1/2 ペアに生じる幾

何学的不適合性は常におよそ 0°であると結論付けられる． 

 

４－４－２．V1/4 ペアの幾何学的不適合性 

 V1/2 ペアと同様に，V1/4 ペアにおいても Type II 解の幾何学的不適合性が生じる．V1/4

ペアでは[1̅10]𝛾が式(4-6)の𝐞̂に対応する．図 4-9(b)に示すように，PTMC に予測される晶

癖面方位は𝑔2が増加するほど(774)𝛾方位へ遷移する．これは，(774)𝛾方位が[1̅10]𝛾と垂直を

なすことから，𝑔2の増大に伴い V1/4 ペアの幾何学的不適合性が小さくなることを意味して

いる．本合金で採用されたすべり系以外の格子不変変形においても同様に(ℎℎ𝑙)𝛾方位への遷

移が報告されている．Kelly[32]は格子不変変形𝐏1, 𝐏2のすべり系について，𝐏1: (ℎ𝑙ℎ)[1̅01]𝛾お

よび𝐏2: (𝑢𝑣𝑣)[011̅]𝛾の形式を満たす 35 の組み合わせについて数値計算を行った．図は種々

の格子不変変形の組み合わせにおいて𝑔2の増大に伴う晶癖面方位の遷移を示している．い

ずれの格子不変変形を採用しても，𝑔2の増大に伴い(ℎℎ𝑙)𝛾方位へ遷移している．このことか

ら，他の格子不変変形が活動していても同様に，𝑔2の増大に伴い V1/4 ペアの幾何学的不適

合性は小さくなると考えられる．したがってラスマルテンサイト組織において V1/4 ペアの

幾何学的不適合性がレンズ・薄板状よりも小さくなることは妥当であると結論付けられる． 

 

４－４－３．V1/16 ペアの幾何学的不適合性 

 先で述べたようにバタフライ結合では Type I 解の幾何学的不適合性が生じる．第２章で

導出されたように，Type I 解における幾何学的不適合性𝜃Iの解析解は以下で表される． 

𝜃I = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) (4-7) 

式(4-6)と同様に，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶癖

面方位，𝐞̂は座標変換行列𝐂の回転軸である．式(4-7)から明らかなように，𝐝と𝐞̂が垂直，ま

たは𝐩と𝐞̂が平行に近いほど𝜃Iは小さくなる．V1/16 ペアでは[100]𝛾が𝐞̂に対応する．本合金

における実験的な晶癖面方位と同様に，ラスマルテンサイトの(575)𝛾晶癖面方位が[100]𝛾と

平行な関係を満たすことはない．したがって𝜃Iが小さくなるためには，形状変形方向と
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[100]𝛾が垂直に近い関係を満たす必要がある． 

一般に，𝐝と𝐩は垂直に近い関係にあることが知られている[111]．これは変形勾配𝐔の体積

変化が Bain ひずみ𝐁の体積変化と一致するという条件から，𝐝と𝐩が以下の関係を満たす必

要があるためである． 

det 𝐔 = det 𝐁 ↔ 1 + 𝑔(𝐝. 𝐩) =
2𝑎3

𝑎𝛾
3  (4-8) 

ここで𝑎𝛾 , 𝑎はオーステナイトおよびマルテンサイトの格子定数である．本合金の格子定数

を用いると2𝑎3/𝑎𝛾
3 = 1.02635が求められる．式(4-8)から𝐝と𝐩のなす角度は𝑔の関数として

求められる．ラスマルテンサイトの形状ひずみは 0.2~0.4 程度と考えられており[32, 87]，こ

の範囲で𝐝と𝐩のなす角度はおよそ 82°～86°である．図 4-13 は実験的な晶癖面に対し存

在可能な形状変形方向を赤色でプロットしている．また図中の黒の実線は(1̅01)𝛾方位を極

とする大円を描いている．これまでラスマルテンサイトにおいて形状変形方向𝐝の正確な測

定は行われていないが，Wakasa と Wayman の実験的観察[87]からラスの長手方向[1̅01]𝛾に

対し垂直に近い方向であると考えられている[31, 32, 87]．したがって図 4-13 において赤のプロ

ットと黒の実線が重なる領域の近傍にラスマルテンサイトの形状変形方向𝐝が存在すると

考えられる．図 4-13 より，ラスの形状変形方向形状変形方向𝐝は[100]𝛾と垂直に近い関係を

満たすことはないことがわかる．また[100]𝛾方向と最も垂直に近い𝐝における幾何学的不適

合性は 5.1°であった．それゆえラスマルテンサイト組織においてバタフライ結合の幾何学

的不適合性は 5°以上であると結論付けられる．  
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図 4-11 種々の格子不変変形の組み合わせにおいて𝑔2の増大に伴う晶癖面方位の遷移[32]． 

いずれの格子不変変形を採用しても，𝑔2の増大に伴い(ℎℎ𝑙)𝛾方位へ遷移している． 

 

図 4-12 ラスマルテンサイトの形状変形方向の推定．赤のプロットと黒の実線が重なる 

領域の近傍にラスマルテンサイトの形状変形方向𝐝が存在すると推定される． 
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４－５．結論 

 本章では室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 合金を

用いて，変態初期から変態後期にかけてラスマルテンサイト組織のバリアント結合頻度お

よび結合状態を解析し，ラスマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明

らかにした．得られた結果は以下のとおりである． 

 

（１）．本合金のマルテンサイト晶は{557}𝛾晶癖面と K-S OR を示し，Kelly の Double lattice 

invariant shear モデルによって理論的に再現された晶癖面および結晶方位関係と良い一致

を示した． 

（２）．ラスマルテンサイト組織で高頻度な形成が報告されている V1/2 ペアと V1/4 ペア

が変態初期から後期にわたって高頻度で発生していた．またバタフライ結合と結晶学的に

等価な V1/16 ペアが変態の初期段階において後期よりも高頻度に発生していた． 

（３）．一面トレース解析によって決定した V1/2, 4, 16 ペアの結合面は幾何学的適合条件

から予測された結合面と良い一致を示した．特に V1/16 ペアは(100)𝛾の鏡面対称性を持つ

ことからバタフライ結合であることが分かった．V1/2 および V1/4 ペアは Type I 解の𝐧̂𝐈と

ほぼ垂直かつ Type II 解の𝐧̂IIと概ね一致し, V1/16 ペアは Type II 解とほぼ垂直かつ Type 

I 解と完全に一致した．このことから，V1/2, 4 ペアは Type II 解，V1/16 ペアは Type I 解

の幾何学的不適合性が生じると考えられる． 

（４）．V1/2 および V1/4 ペアの幾何学的不適合性𝜃IIはそれぞれ 0.3°と 3.7°と比較的小

さい．一方で V1/16 ペアの幾何学的不適合性𝜃Iは 5.3°と大きく，ラスマルテンサイト組織

においてもバタフライ結合は幾何学的に不利な形態であると考えられる． 

（５）．一般的なラスマルテンサイト組織に発生する V1/2, 4, 16 ペアの幾何学的不適合性

について，2 章で導出された解析解を用いた議論から，V1/2 ペアの幾何学的不適合性が常

におよそ 0°であること，V1/4 ペアの幾何学的不適合性がレンズ・薄板状マルテンサイトよ

りも小さくなること，およびバタフライ結合の幾何学的不適合性が 5°以上であることが結

論付けられた． 
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第５章 鉄合金α’マルテンサイトの結合則全般に共通する普遍的な性質に関す

る考察 

５－１．緒言 

 本章の目的は，幾何学的適合条件の観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則について

検討し，鉄合金α’マルテンサイトの結合則全般に共通する普遍的な性質を見出すことであ

る． 

鉄合金α’マルテンサイトは合金の組成や生成温度によって組織形態が大きく変化し，ラ

スマルテンサイト，バタフライマルテンサイト，レンズマルテンサイト，薄板状マルテンサ

イトの４種の形態が存在する[43, 48]．このうち最も高温で生成するラスマルテンサイトはほ

とんどの熱処理用鋼に現れることから実用上最も重要な組織であり[49-52, 57]，マルテンサイ

ト鋼の力学特性はラスマルテンサイトの自己調整組織に強く依存する[54-60]．鉄鋼の機械的

性質を向上させるためにはラスマルテンサイト組織のより高度な組織制御が必要であり， 

そのためにはラスマルテンサイト組織の形成機構を知る必要がある．マルテンサイト組織

はバリアント同士が互いに結合し合った集合体であり，それゆえバリアント結合則はラス

マルテンサイト組織の形成機構と密接に関連している．そのためラスマルテンサイトのバ

リアント結合則を支配する因子の解明はマルテンサイト組織のより高度な組織制御に寄与

することから実用上非常に重要である． 

３章および４章の結果から，ラスマルテンサイト組織では V1/2, 4, 16 ペア，バタフライ

マルテンサイト組織では V1/2, 16 ペアが高頻度に形成されることが明らかになった．また

レンズおよび薄板状マルテンサイト組織では V1/6, 16, 17 ペアが高頻度に形成される[36, 45, 

47, 69]．これらをまとめると，鉄合金α‘マルテンサイトの 4 形態全てにおいて V1/16 ペアが

高頻度に発生し，その他の頻出ペアは形態に依存して異なると考えられる．このように鉄合

金α‘マルテンサイトの 4 形態のバリアント結合則は互いに共通する特徴を持ちながら遷移

する．したがって，鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通する普遍的な

性質を見出すことはその学術的重要性とともに，ラスマルテンサイト組織の結合則の解明

に寄与することから実用的観点からも重要である．鉄合金α’マルテンサイトのバリアント

結合則全般に共通する普遍的な性質を見出すためには，各形態の結合則と結合則に影響を

及ぼす因子の関係を明らかにし，統一的な観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則を検

討する必要がある． 

バリアント間の幾何学的適合条件は、母相/マルテンサイト間の不変面条件と同様に，バ

リアント結合部でのひずみを大きく緩和するために幾何学的に優位な結合状態を記述する．

この結合状態からの偏差が大きいほど，結合部のひずみエネルギーは大きくなることを考

慮すると，バリアント結合部に必然的に生じる幾何学的不適合性は結合則に影響を与える

と考えられる．また幾何学的適合条件の観点では，各形態における晶癖面バリアント同士の



85 

 

結合を，各形態固有の変形勾配行列を持つ板状マルテンサイト同士の理想的な結合として

統一的に扱うことが可能である． 

 以上を踏まえ，本節では，幾何学的適合条件の観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合

則について検討することで鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通する普

遍的な性質を見出すことを目的とする． 

 

５－２．レンズおよび薄板状マルテンサイトのバリアント結合則と幾何学的適合条件の関係

に関する考察 

レンズおよび薄板状マルテンサイトで高頻度に形成される V1/6, 16, 17 ペアはそれぞれ，

V1/6 ペアは Type II 解の幾何学的不適合性𝜃II，V1/16, 17 ペアは Type I 解の幾何学的不適

合性𝜃Iが結合部に生じる．2 章の結果から，𝜃Iおよび𝜃IIの解析解は以下で表される． 

𝜃I = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐝. 𝐞̂)2(1 − (𝐩. 𝐞̂)2)

|𝐔−T𝐞̂|2(1 + 𝑔(𝐝. 𝐩))
2 ) 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) 

(5-1) 

ここで，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶癖面方位，

𝐞̂は座標変換行列𝐑の回転軸である．V1/6, 16, 17 ペアではそれぞれ[01̅1]𝛾, [100]𝛾, [011]𝛾が

𝐞̂に対応する． 

一般に，レンズおよび薄板状マルテンサイトの変形勾配行列は(112)[1̅1̅1]𝛼′双晶せん断を

単一の格子不変変形と仮定する PTMC モデルによって求められる．この場合，晶癖面バリ

アント V1 の形状変形方向𝐝および晶癖面方位𝐩は次の式で解析的に求めることができる． 

𝐝 =
1

𝜌1
[
−𝛿 + 𝜏

−2𝛽
𝛿 + 𝜏

] , 𝐩 =
1

𝜌2
[
−𝛿 + 𝜏

2
𝛿 + 𝜏

] 

𝛿 = √
𝛼2 + 𝛽2 − 2

1 − 𝛼2
, τ = √

2𝛼2𝛽2 − 𝛼2 − 𝛽2

1 − 𝛼2
 

(5-2) 

ここで𝜌1, 𝜌2は|𝐝| = |𝐩| = 1を満たす規格化定数，𝛼, 𝛽は Bain ひずみ𝐁の固有値である．晶癖

面バリアント V1 において Bain ひずみ𝐁と𝛼, 𝛽は次式の関係を持つ． 

𝐁 = (
𝛼 0 0
0 𝛼 0
0 0 𝛽

) = (

√2𝑎/𝑎𝛾 0 0

0 √2𝑎/𝑎𝛾 0

0 0 𝑐/𝑎𝛾

) (5-3) 

ここで𝑎𝛾はオーステナイトの格子定数，𝑎, 𝑐はマルテンサイトの格子定数である．式(5-2)と

(5-3)をまとめると，形状変形方向𝐝および晶癖面方位𝐩は格子定数に依存することがわかる．

レンズおよび薄板状マルテンサイトの形成が報告されている種々の合金の格子定数を使用

し，形状変形方向𝐝および晶癖面方位𝐩を求めた．図 5-1 に解析結果を示す．形状変形方向

は赤，晶癖面方位は青のプロットが対応する．図中では[01̅1]𝛾, [011]𝛾の大円が黒の実線，そ
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の他の〈011〉の大円が灰色の実線で描かれている．まず格子定数が変動しても形状変形方向

および晶癖面方位は大きく変化しないことから，全てのペアの幾何学的不適合性は常に同

程度の大きさをもつことがわかる．薄板状マルテンサイトの形状変形方向は[011]𝛾の大円近

傍に位置しており，これは V1/17 ペアの𝜃Iが０に近くなることを意味している．また晶癖

面方位は[01̅1]𝛾の大円近傍に位置しており，これは V1/6 ペアの𝜃IIが 0 に近くなることを意

味している．一方でバタフライ結合の幾何学的不適合性は最も低い値で 4°程度であった． 

以上の議論から，レンズおよび薄板状マルテンサイトにおいて V1/6, 17 ペアの幾何学的不

適合性が常におよそ 0°であり，またバタフライ結合の幾何学的不適合性が 4°以上である

と結論付けられる． 

 

 

図 5-1 薄板状マルテンサイトの形成が報告されている種々の合金系の 

格子定数を使用して求められた理論的な形状変形方向および晶癖面方向 
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５－３．形態遷移に伴う結合則遷移に関する考察 

３章および４章の結果から，ラスマルテンサイト組織では V1/2, 4, 16 ペア，バタフライ

マルテンサイト組織では V1/2, 16 ペアが高頻度に形成されることが明らかになった．また

レンズおよび薄板状マルテンサイト組織では V1/6, 16, 17 ペアが高頻度に形成される[36, 45, 

47, 69]．図 5-2 に各形態におけるペアの発生頻度と不適合性θの関係を示す．これらをまとめ

ると 4 形態全てにおいて共通に高頻度で発生するペアは，バタフライ結合である V1/16 ペ

アを除き，不適合性θが 4°より小さいペアであることが分かった．各形態固有の頻出ペア

は，ラスマルテンサイトでは V1/2, 4 ペア，バタフライマルテンサイトでは V1/2 ペア，レ

ンズおよび薄板状マルテンサイトでは V1/6, 17 ペアであることがわかる．したがって形態

遷移に伴う結合則の遷移は，上述した各形態固有の頻出ペアの結合頻度が変化することで

生じる．形態遷移に伴い結合則が遷移する理由について以下で考察する． 

 V1/2, 6, 17 ペアは異なる Bain グループに属する晶癖面バリアント同士のペアである．異

なる Bain グループに属するバリアントは異なる Bain ひずみを有するため変態ひずみの緩

和に有利なペアである．それにもかかわらず V1/2 ペアはレンズおよび薄板状マルテンサイ

トにおいてほとんど形成せず，また V1/6, 17 ペアバタフライおよびラスマルテンサイトで

ほとんど形成しない．これは V1/2, 6, 17 ペアの発生が巨視的な平均ひずみではなく微視的

な局所ひずみに起因することを示唆している． 

レンズおよび薄板状マルテンサイトにおいて V1/2 ペアの幾何学的不適合性は 5.0°と比

較的大きい，一方バタフライおよびラスマルテンサイトでは高々0.3°と一桁以上も小さく

なる．このように形態遷移に伴い V1/2 ペアの幾何学的不適合性が小さくなる理由は，形態

遷移に伴う晶癖面方位の遷移に起因していると考えられる．３章および４章の結果から，バ

タフライおよびラスマルテンサイトにおいて観察された結合面は Type I 解とほぼ垂直かつ

Type II 解と概ね一致した．これは V1/2 ペアが Type II 解の幾何学的不適合性𝜃IIを持つこ

とを示している．第２章で導出されたように Type II 解の幾何学的不適合性𝜃IIは以下で表さ

れる． 

𝜃II = cos−1 (1 −
2𝑔2(𝐩. 𝐞̂)2(1 − (𝐝. 𝐞̂)2)

|𝐔𝐞̂|2
) (5-1) 

ここで，𝐔はバリアントの変形勾配，𝑔は形状ひずみ，𝐝は形状変形方向，𝐩は晶癖面方位，

𝐞̂は座標変換行列𝐂の回転軸である．式(5-1)から明らかなように，𝐝と𝐞̂が平行，または𝐩と𝐞̂

が垂直に近いほど𝜃IIは小さくなる．V1/2 ペアにおいて𝐞̂は[1̅01]𝛾に対応する．ここで V1 の

晶癖面方位が(ℎ𝑙ℎ)𝛾で表される場合，明らかに𝐩と𝐞̂は垂直の関係を満たし，それゆえ V1/2

ペアの幾何学的不適合性𝜃IIが 0 となることを意味している．レンズおよび薄板状マルテン

サイトの V1 晶癖面は(295)𝛾または(3 15 10)𝛾近傍の方位を示すことが知られている[36, 45, 47, 

69]．一方，３章および４章の結果からバタフライおよびラスマルテンサイトの V1 晶癖面は

それぞれ(252)𝛾および(575)𝛾近傍の方位を示すことが明らかになった．すなわちレンズまた

は薄板状マルテンサイトからバタフライまたはラスマルテンサイトへ形態が遷移するにつ
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れて，晶癖面方位も(295)𝛾または(3 15 10)𝛾方位から(252)𝛾または(575)𝛾方位へ遷移する．

バタフライおよびラスマルテンサイトの V1 の晶癖面方位は(ℎ𝑙ℎ)𝛾で表され，それゆえバタ

フライおよびラスマルテンサイトにおける V1/2 ペアの幾何学的不適合性はレンズおよび

薄板状マルテンサイトよりも小さくなる．これは，レンズ・薄板状マルテンサイトよりもバ

タフライ・ラスマルテンサイトにおいて V1/2 ペアが高頻度に発生した理由を合理化すると

考えられる． 

V1/4 ペアにおいても V1/2 ペアと同様に考察することができる．４章の結果から，ラス

マルテンサイトにおいて観察された V1/4 ペアの結合面は Type I 解とほぼ垂直かつ Type II

解と概ね一致した．これは V1/4 ペアが Type II 解の幾何学的不適合性𝜃IIを持つことを示し

ている．V1/4 ペアにおいて𝐞̂は[1̅10]𝛾に対応する．ここで V1 の晶癖面方位が(ℎℎ𝑙)𝛾で表さ

れる場合，明らかに𝐩と𝐞̂は垂直の関係を満たし，それゆえ V1/4 ペアの幾何学的不適合性𝜃II

が 0 となることを意味している．バタフライおよびラスマルテンサイトの(252)𝛾または

(575)𝛾 方位はレンズおよび薄板状マルテンサイトの(295)𝛾 または(3 15 10)𝛾 方位よりも

(ℎℎ𝑙)𝛾に近い方位である．これはレンズおよび薄板状マルテンサイトよりもバタフライおよ

びラスマルテンサイトの方が V1/4 ペアの幾何学的不適合性が小さくなることを示してい

る．それゆえレンズ・薄板状マルテンサイトよりもバタフライおよびラスマルテンサイトで

V1/4 ペアが高頻度に発生したと考えられる． 

V1/6 ペアにおいても同様に考察する．篠原らの結果から V1/6 ペアは Type II 解の幾何

学的不適合性𝜃IIを持つ．V1/6 ペアでは[01̅1]𝛾が𝐞̂に対応する．レンズ・薄板状マルテンサイ

トの晶癖面方位は[01̅1]𝛾の大円近傍に位置しており，これは V1/6 ペアの𝜃IIが 0 に近くなる

ことを意味するのであった．一方，バタフライおよびラスマルテンサイトの(252)𝛾または

(575)𝛾方位はレンズおよび薄板状マルテンサイトよりも[01̅1]𝛾の大円から遠く位置するこ

ととなる．これはバタフライおよびラスマルテンサイトよりもレンズおよび薄板状マルテ

ンサイトにおいて V1/6 ペアの幾何学的不適合性が小さくなることを示している．それゆえ

バタフライおよびラスマルテンサイトよりもレンズ・薄板状マルテンサイトで V1/6 ペアが

高頻度に発生したと考えられる． 

以上をまとめると，格子不変変形の変化に伴い不変面である晶癖面が遷移し，幾何学的不

適合性θの減少したために，V1/2, 4, 6 ペアの結合頻度が増加したと考えられる． 
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図 5-2 各形態におけるペアの発生頻度と不適合性θの関係，(a)変態初期と(b)変態後期 
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５－４．鉄合金α‘マルテンサイトの 4 形態全てにおいて変態初期に高頻度に発生する V1/16

ペアに関する考察 

 3 章および４章の結果から，バタフライマルテンサイトおよびラスマルテンサイト組織に

おいて高頻度に形成される V1/16 ペアは(100)𝛾面を結合面とするバタフライ結合であり，

どちらの形態においてもその幾何学不適合性は比較的大きいことを明らかにした．また前

節ではレンズおよび薄板状マルテンサイトにおいても同様の傾向を示すことが示された． 

 V1/16 ペアは同一 Bain グループに属する晶癖面バリアント同士のペアである．同一 Bain

グループに属するバリアントは同じ Bain ひずみを有するため変態ひずみの緩和に不利なペ

アである．さらに最も V1/16 ペアが高頻度で発生するバタフライマルテンサイト組織にお

いてバリアントの形状ひずみ方向は互いに[011̅]𝛾に近く，それゆえ自己緩和による形成は生

じないと指摘されている[44]．レンズおよび薄板状マルテンサイト組織における V1/16 ペア

においても同様の傾向を示している[36]．したがって，バタフライ結合は自己緩和の観点か

ら見て形成に有利なペアではない．これはバタフライ結合の発生が巨視的な平均ひずみで

はなく微視的な局所ひずみに起因することを示唆している． 

バリアント結合部に必然的に生じる幾何学的不適合性は微視的な局所ひずみに影響を与

える．バタフライおよびラスマルテンサイトで高頻度に発生した V1/2 ペアの幾何学的不適

合性θが高々0.3°であるのに対してバタフライ結合のθは 5.0°以上の値であり一桁以上

も大きい．したがってバタフライ結合の発生には他のペアより大きな駆動力が必要である

ことから，Ms 点直下では発生が低頻度であることが予想される．しかしながら３章および

４章の結果は明らかに，バタフライおよびラスマルテンサイト組織においてバタフライ結

合はエネルギー的に不利な幾何学を持っているにも関わらず、過冷却度が低く小さな駆動

力しか得られない温度域でも高頻度に発生していることを示している． 

バタフライ結合に関して，レンズマルテンサイトおよび薄板状マルテンサイト組織にお

いても興味深い実験結果が報告されている[45, 47]．レンズマルテンサイトおよび薄板状マル

テンサイトでは V1/6 および V1/17 ペアのθが 0.55°および 0.01°であることに対してバ

タフライ結合のθは常に 4.0°以上であり一桁以上も大きい。したがってバタフライおよび

ラスマルテンサイトと同様に，バタフライ結合の発生にはより大きな駆動力が必要になる

ことから Ms 点直下では発生が低頻度であることが予想される。ところが驚くべきことに、

篠原らはレンズおよび薄板状マルテンサイトにおいて、77K まで冷却した組織に比べて Ms

直下である 231K まで冷やした組織の方が V1/16 の形成頻度が高いことを報告している[45, 

47]。したがって，レンズおよび薄板状マルテンサイトにおいてもバタフライ結合はエネルギ

ー的に不利な幾何学を持っているにも関わらず、過冷却度が低く小さな駆動力しか得られ

ない温度域でも高頻度に発生している． 

 以上をまとめると，全ての形態においてバタフライ結合の幾何学的不適合性は常に 4°以

上であるにもかかわらず，変態初期において後期よりも高頻度で発生していると結論付け

られる．この事実はバタフライ結合の形成機構が他のペアとは異なる可能性を示している． 
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５－５．バタフライ結合の形成機構に関する考察 

 バタフライ結合の形成機構を考察するうえで，鉄合金α’マルテンサイトのうちまず初め

にレンズおよび薄板状マルテンサイトの共通する性質に着目する．前述したようにレンズ

マルテンサイトは薄板状マルテンサイトと同様のバリアント隣接傾向を示す．レンズマル

テンサイトが薄板状マルテンサイトと同様のバリアント隣接傾向を示す理由として，レン

ズマルテンサイトのミドリブが本質的に薄板状マルテンサイトと同等であるためと考えら

れている．レンズマルテンサイトは複雑な内部微視組織を有しており，ミドリブ，双晶領域，

非双晶領域から成っている．レンズマルテンサイトは生成初期段階にミドリブが生成し，そ

の後瞬時に側面への成長が起こる．このとき，変態時の発熱によるマルテンサイト内部の局

所的な温度上昇によって格子不変変形の様式が双晶変形からすべり変形に変化して，双晶

領域および非双晶領域が形成されると考えられている．またレンズマルテンサイトは冷却

時に核生成後，瞬時に最終の大きさに成長し，さらに冷却しても成長せず，新しいマルテン

サイト晶が次々と生成することにより変態が進行していく．これは双晶領域および非双晶

領域の形成後に新たなバリアント結合が形成されないことを示唆しており，それゆえバリ

アント結合はレンズマルテンサイトの生成初期段階に発生していると考えられている．以

上より，レンズマルテンサイトでは，マルテンサイト晶の生成初期段階，すなわち薄板状マ

ルテンサイトの段階でバリアント結合が発生し，このためレンズマルテンサイトと薄板状

マルテンサイトは同様のバリアント隣接傾向を示すと考えられている． 

バタフライマルテンサイト組織においても，マルテンサイト晶の生成の初期段階には

(112)𝛼′双晶で構成されるミドリブが発生し，追加の格子不変変形が生じることで側面への

成長が起こると考えられている．これはレンズマルテンサイトと同様にバタフライマルテ

ンサイト組織の結合則も薄板状マルテンサイトと同様の傾向を示す可能性を示唆するが， 

V1/6, 16, 17 ペアのうち生成の初期段階で発生するバリアント結合がバタフライ結合であ

る V1/16 に限定されることは３章の結果から明らかである．  

バタフライ結合のみに限定される理由として追加の格子不変変形が(112)𝛼′双晶の結合に

及ぼす影響を考察する．レンズマルテンサイト組織では変態双晶の密度と厚さがミドリブ

全体でほぼ均一であるのに対し，バタフライマルテンサイト組織のミドリブでは不規則か

つ不均一な双晶が観察されている．これはバタフライマルテンサイト組織において，レンズ

マルテンサイトの生成機構よりも早い段階で双晶変形と異なる第二の格子不変変形が生じ

る可能性を示唆している．一般に(112)𝛼′双晶は二つの異なる Bain 格子対応バリアントで構

成されている．それゆえマルテンサイト晶の生成の初期段階に異なる Bain グループに属す

る晶癖面バリアントの(112)𝛼′双晶同士が結合する場合，結合部において異なる Bain 変形が

新たに生じる必要がある．ここで(112)𝛼′双晶と異なる追加の格子不変変形が異なる Bain 変

形よりも早く生じる場合，格子不変変形は新たな Bain 格子対応バリアントの形成を妨げる

可能性がある． 

マルテンサイト晶の生成の初期段階に発生するペアが同一 Bain グループに属するバリア
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ントに限定される場合，レンズおよび薄板状マルテンサイトに最も幾何学的不適合性が小

さなペアはバタフライ結合となる．バタフライマルテンサイト組織では最も幾何学的不適

合性が小さいペアは V1/21 であるが，晶癖面バリアントの全変形勾配行列ではなく(112)𝛼′

双晶同士の結合と捉えると，その幾何学的不適合性はレンズおよび薄板状マルテンサイト

と同じ傾向を示すと考えられる． 

 

 

 

５－６．結論 

 鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結合則全般に共通する普遍的な性質を見出すため

に，幾何学的適合条件の観点から鉄合金α’マルテンサイトの結合則について検討し，以下

の結論が得られた． 

（１）．レンズおよび薄板状マルテンサイトにおいて V1/6, 17 ペアの幾何学的不適合性が

常におよそ 0°であり，またバタフライ結合の幾何学的不適合性が 4°以上であると結論付

けられる． 

 

（２）．鉄合金α’マルテンサイトの 4 形態全てにおいて共通に高頻度で発生するペアは

V1/16 ペアと，V1/16 ペアを除いて幾何学的不適合性θが 4°より小さいペアである． 

  

（３）．形態変化に伴い結合則が変化する理由として，格子不変変形の変化に伴い不変面で

ある晶癖面が遷移し，幾何学的不適合性θの減少したために，V1/2, 4, 6 ペアの結合頻度が

増加したと考えられる． 

 

（４）．鉄合金α’マルテンサイトの 4 形態全てにおいてバタフライ結合は常に 4°以上で

あるにもかかわらず，変態初期において後期よりも高い頻度で形成する．この事実はバタフ

ライ結合の形成機構が他のペアとは異なる可能性を示唆している． 
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第６章 結論 

 本論文では，晶癖面バリアント間の幾何学的不適合性を包括的に評価できる解析解を導

出し，解析解を用いてラスマルテンサイト組織およびバタフライマルテンサイト組織の結

合頻度および幾何学的不適合性の関係を明らかにし，幾何学的適合条件の観点から鉄合金

α’マルテンサイトのバリアント結合則に共通する普遍的な性質を抽出した．各章での結果

を以下に示す． 

 第１章では，本研究の目的とその背景について述べた． 

 第２章では，鉄合金α’マルテンサイトの幾何学的不適合性θについて包括的な理解を得

るために，マルテンサイトプレートの晶癖面が不変面であるとしてバリアントの変形勾配

を𝐔 = 𝐈 + 𝑔(d ⊗ p)の形式で表し，晶癖面バリアント間の幾何学的適合条件における剛体回

転𝐐の解析解を導出した．  

 第３章では，バタフライマルテンサイト組織の形成が多く報告されている Fe-18Ni-

0.7Cr-0.5C 合金を用いて，変態初期から変態後期にかけてバタフライマルテンサイト組織

の結合頻度および結合状態を解析し，バタフライマルテンサイト組織の結合則と幾何学的

適合条件の関係を明らかにした．また一般的なバタフライマルテンサイト組織に発生する

V1/2, 16 ペアの幾何学的不適合性について，2 章で導出された解析解を用いた議論から，

V1/2 ペアの幾何学的不適合性が常におよそ 0°であること，およびバタフライ結合である

V1/16 ペアの幾何学的不適合性が常に 6°以上であることが結論付けられた． 

 第４章では，室温以下でラスマルテンサイト組織を形成する Fe-22.8Ni-2.1Cr-0.18C 合金

を用いて，変態初期から変態後期にかけてラスマルテンサイト組織の結合頻度および結合

状態を解析し，ラスマルテンサイト組織の結合則と幾何学的適合条件の関係を明らかにし

た．また一般的なラスマルテンサイト組織に発生する V1/2, 4, 16 ペアの幾何学的不適合性

について，2 章で導出された解析解を用いた議論から，V1/2 ペアの幾何学的不適合性が常

におよそ 0°であること，V1/4 ペアの幾何学的不適合性がレンズ・薄板状マルテンサイトよ

りも小さくなること，およびバタフライ結合の幾何学的不適合性が 5°以上であることが結

論付けられた． 

 第５章では，第 2 章から第４章の結果を踏まえて，幾何学的適合条件の観点から鉄合金

α’マルテンサイトのバリアント結合則を検討し，鉄合金α’マルテンサイトのバリアント結

合則全般に共通する普遍的な性質を明らかにした．その結果，鉄合金α’マルテンサイトの

4 形態全てにおいて共通に高頻度で発生するペアは V1/16 ペアと，V1/16 ペアを除いて幾

何学的不適合性θが 4°より小さいペアであること，形態変化に伴い結合則が変化する理由

として，格子不変変形の変化に伴い不変面である晶癖面が遷移し，幾何学的不適合性θの減

少したために，V1/2, 4, 6 ペアの結合頻度が増加すること，4 形態全てにおいてバタフライ

結合は常に 4°以上であるにもかかわらず，変態初期において後期よりも高い頻度で形成す

ることを明らかにした． 
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 以上を総括するならば，本研究により，晶癖面バリアント間の幾何学的不適合性を包括的

に評価できる解析解を導出し，幾何学的適合条件の観点から鉄合金α’マルテンサイトのバ

リアント結合則に共通する普遍的な性質を明らかにした．これらの成果は鉄合金α’マルテ

ンサイトのバリアント結合則解明に大きく寄与するとともに，鉄鋼材料において重要な基

地組織であるラスマルテンサイト組織の形成機構解明において大きな役割を果たすと考え

られる． 
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